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シンポジウム 

消費者市民教育を実践する 

〜消費者教育推進法の成立を受けて〜 

 

       日 時  ２０１３年９月２１日（土） 

午後１時～午後４時３０分 

       場 所  弁護士会館２階 講堂「クレオ」ＢＣ 

       司 会  中村美智子（シンポジウム実行委員会委員） 

            岩田修（日弁連消費者問題対策委員会幹事） 

 

■主催者挨拶 

  山岸憲司（日本弁護士連合会会長） 

■問題提起 

  平澤慎一（日弁連消費者問題対策委員会幹事） 

■資料説明 

  武田香織（同委員会委員） 

■講演 

 ①「今後の消費者教育の推進」 

  片山朗氏（消費者庁消費生活情報課長） 

 ②「消費者教育推進法のもとでの，地方における消費者教育施策の推進について」 

  色川卓男氏（静岡大学教授，日本消費者教育学会会員） 

 ③「行動する消費者を育てる」 

  島田広（日弁連消費者問題対策委員会委員） 

■事例報告 

 ①「砥部町における高齢者見守りネットワークについて」 

  武田咲枝氏（愛媛県砥部町消費者相談窓口 消費生活相談員） 

 ②「かしこい消費者を目指して ～教員と消費生活相談員との連携～」 

  神山留美子氏（岐阜・岐阜市立精華中学校教諭） 

（休憩） 

■パネルディスカッション 

「わたしが実践する消費者市民教育」 

 （パネリスト・５０音順） 

  色川卓男氏（静岡大学教授，日本消費者教育学会会員） 

  神村明利氏（静岡県くらし・環境部県民生活課長） 
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  川口康裕氏（消費者庁審議官） 

  島田広（日弁連消費者問題対策委員会委員） 

（コーディネーター） 

  靏岡寿治（日弁連消費者問題対策委員会副委員長） 

  岩﨑夏子（シンポジウム実行委員会委員） 

■閉会挨拶 

中村新造（日弁連消費者問題対策委員会委員）
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（岩田） それでは定刻になりましたので，日本弁護士連合会，消費者教育シンポ

ジウム「消費者市民教育を実践する～消費者教育推進法の成立を受けて」を開会い

たします。 

 初めに，今回のシンポジウムの主催者であります日本弁護士連合会を代表いたし

まして，山岸憲司会長より，ご挨拶をいただきます。 

 

◆主催者挨拶◆ 

（山岸） こんにちは。日弁連会長の山岸憲司でございます。 

 本日は，貴重なお時間をさいていただき，ご参加くださいまして，誠にありがと

うございます。 

 このシンポジウムは，日弁連と東京三弁護士会の共催で準備を進めさせていただ

きました。 

 日弁連の消費者問題対策委員会には，全国各地で，消費者被害の具体的な救済に

日々取り組んでいる弁護士が集まっております。消費者救済の活動を担い，そして

また，被害を防止するための法制度の提言などにも取り組んでくる中で，深刻な消

費者被害を最もよく知る立場から，「被害が発生してからの救済や後追い的な防止策

の策定では不十分である」と考えてまいりました。そして，被害を未然に防止する

ための「消費者教育」こそが重要であると考えてまいりました。 

 このような問題意識から，委員会の中に「消費者教育・ネットワーク部会」とい

う担当部会を設置し，20 年以上前から議論を深めてまいりました。また，2007 年３

月には，日弁連が，「消費者教育推進懇談会」という消費者教育関係諸機関の交流の

場を立ち上げ，年３回のペースで，官民入り交じったざっくばらんな意見交換をし

てまいりました。この懇談会は，今も続いており，既に 23 回を重ねました。 

 このような中で，被害に遭わないようにするだけではなくて，更に進んで「消費

者の権利を確立する」，「消費者自身がきちんと社会を見据えて，安心・安全な社会

を自らが作っていく，自ら考え行動する」，そのようなことが重要であること，その

ような，消費者が生き生きと生活できる「消費者市民社会」の確立や理念の育成が

重要であるという認識へと発展してまいりました。 

 この「消費者市民社会」という理念につきましては，2009 年 11 月に和歌山で開

催されました日弁連人権擁護大会において，「安全で公正な社会を消費者の力で実現

しよう～消費者市民社会の確立をめざして～」というシンポジウムにおいて議論さ

れ，そのうえで「消費者被害のない安全で公正な社会を実現するための宣言」とし

て採択されました。 
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 そして，その後，「消費者市民社会」を実現するための消費者教育が重要であると

いう認識の下に，日弁連は消費者教育推進法の制定を求める意見書を 2009 年，2011

年に発表し，各政党にも働きかけをしてまいりました。 

 そのような日弁連の取組もあって，皆様もご承知のとおり，2012 年８月 22 日，「消

費者教育の推進に関する法律」が公布され，同年 12 月 13 日に施行されるに至りま

した。また，本年６月には，同法第９条に基づく「消費者教育の推進に関する基本

的な方針」，いわゆる「基本方針」と称しておりますが，これが閣議決定されました。 

 その意味では，今年は，「消費者市民社会」をめざす「消費者教育」を大きく推進

させる分岐点になる年であるというように考えております。 

 本日のこのシンポジウムには，消費者庁，文部科学省，公益財団法人消費者教育

支援センター，そして日本消費者教育学会からもご後援をいただきました。本日の

参加者も様々な分野の方がお集まりであると聞いております。ご協力，ご参加に心

から感謝申し上げます。 

 本日のこのシンポジウムの議論を起爆剤として，更に我が国の消費者教育が大き

く発展することができるように，強い意気込みを持って議論を進めていただければ

と期待しております。 

 どうぞよろしくお願い申し上げます。 

（岩田） 遅ればせながら，本日の司会進行は，日本弁護士連合会消費者問題対策

委員会委員の私，岩田と，シンポジウム実行委員会実行委員の中村が務めさせてい

ただきます。よろしくお願いいたします。 

 なお，慣例に従いまして，本シンポジウムの講演者の方につきましては，全て「さ

ん」付けで呼ばせていただきますので，ご了承いただきたいと思います。 

 また，本日は，この東京会場のみならず，全国の弁護士会 15 箇所におきましてテ

レビ会議中継を行っておりますので，ご報告いたします。 

（中村美） 続きまして，私たちが今回のシンポジウムを開催することになった経

緯，シンポジウムの趣旨などについて，日弁連消費者問題対策委員会の平澤慎一幹

事より説明させていただきます。 

 

◆問題提起◆ 

（平澤） こんにちは。今紹介いただきました，弁護士の平澤です。 

 お手元の青い資料集の 81 分の７ページ，８ページ，「問題提起」というところを

参考にしていただければと思います。私が述べたいところは，そこに書いてあると

おりです。時間がないので，かいつまんでお話ししたいと思います。 
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 まず，先ほど山岸会長の方からお話があったとおり，「消費者教育推進法」が昨年

８月に制定されて，12 月に施行，それから，今年の６月には「基本方針」が策定さ

れて，今年は消費者市民社会をめざす消費者教育については，始まりの年ではない

かというように位置付けております。 

 そのような中で今日シンポジウムがあるわけですが，問題提起としては３点申し

上げたいと思います。 

 まず，なぜ「消費者市民社会」をめざす消費者教育というものが必要なのか，と

いうことです。「消費者市民社会」とは，個々の消費者が，お互いの特性や多様性を

尊重し，自らの消費行動が将来にわたって内外の社会，経済，環境に影響を及ぼし

うることを自覚し，公正かつ持続可能な社会に主体的に参画する社会のことです。

これは法律に定められています。 

 これをめざす消費者教育が，なぜ必要か。今までは，消費者被害をどのように防

ぐかというところが消費者教育としては重視されてきて，これは今でも重要なこと

です。これは，消費行動が個人的な営みであるという観点から捉えられてきたので

はないかと思います。ただ，それだけでないのではないか。消費行動は，購入だけ

ではなくて，使用，廃棄，再生において，社会，経済，環境に影響を及ぼすという

側面も非常に大きくて，社会的な営みでもあります。このような点を重視して，消

費者は主体的に社会，経済，環境に影響を与える，そのような立場にあります。そ

の消費者が，主体性と消費行動の社会的な側面を持って行動する，そのような「消

費者市民社会」をめざす消費者教育が重要だ，という位置付けになるのではないか

と思います。 

 それから二つ目は，「消費者市民社会」をめざす消費者教育というものは，被害救

済に役立つのかということです。 

 我々は，役立つと考えています。まず，被害に遭いにくい消費者を育てます。も

のを見る目を育てる教育がなされれば，被害に遭いにくい消費者になるでしょう。

それから，加害者という人がいるわけですが，加害者を生み出しにくくします。そ

のような意味でも，消費者市民社会をめざす消費者教育は重要ではないかと思いま

す。批判的精神を鍛える教育なので，加害者にならないように，自分の選択が他者

や自分の人生に及ぼす影響について考える能力を育てるという意味で，消費者市民

社会をめざす消費者教育は被害救済に役立つのではないかと思っています。 

 そして，被害を防ぐ社会を作ることです。これも，非常に重要だと思います。消

費者市民社会をめざすことで，学校だけではなく地域や事業者も連携することにな

り，行政への働きかけが盛んになったり，見守りが行き届いた社会を作ることがで

きるというように考えています。 
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 それから三つ目として，「消費者市民社会」の考え方と消費者の「自己責任」との

関係も問題とされるところです。「消費者市民社会」ということの性質上，「消費者

の責任」ということが出てきます。ただ，この消費者の責任は，「消費者被害には消

費者にも落ち度があるから，ある程度その被害を引き受けるべきだ」という，いわ

ゆる「自己責任」とは全く違うものです。これは，むしろ消費者の権利の実現と表

裏一体となる「社会的責任」のことを言っています。ですので，権利の実現のため

の社会的責任の自覚が必要ということの位置付けであり，いわゆる自己責任とは全

く異なるのです。 

 今申し上げた三つの点を問題提起とさせていただいて，今日は，その「消費者市

民社会」をめざす教育が，具体的にどのような実践がなされるべきか，ここが非常

に重要ですので，それについて大いに議論をしていただき，皆さんもいろいろな場

面へと持ち帰っていただいて発展させていただければと思います。 

 短いですが，問題提起を終わらせていただきます。 

（中村美） 続きまして，本日お手元に配付させていただいた資料について，日弁

連消費者問題対策委員会の武田香織委員より説明させていただきます。 

 

◆資料説明◆ 

（武田香） 皆さん，こんにちは。資料のご説明をいたします。お手元の資料をご

覧ください。水色の資料集と，「Ｑ＆Ａ」という冊子と，消費者庁・片山氏の追加資

料という別刷りの１枚が配られているかと思います。 

 まず，水色の資料集が，本日のシンポジウムの基本の資料です。表紙をめくって

いただくと目次がございます。81 分の３ページに，本日の講演者・発表者・パネリ

ストの方々のプロフィールを載せております。そのあと，ただいまの平澤さんの問

題提起がありまして，81 分の９ページ以降が，このあとの講演者御三方の資料です。

片山さんの資料から始まり，18 ページから色川さんの資料，23 ページから島田さん

の資料となっています。片山さんの資料としては，別刷りの１枚のものもご参照く

ださい。また，色川さんと島田さんは，シンポジウム後半のパネリストとしても登

場されますので，こちらの資料もご参照ください。 

 島田さんの資料の末尾にある 42 ページから 46 ページのリストは，消費者教育の

教材が多数ある１例として島田さんが挙げたリストです。これらの教材の実物は，

東京の会場では受付の前のスペースに展示してありますので，ご参照ください。 

 81 分の 47 ページ以降が，事例報告をしてくださる発表者の資料です。武田さん

の資料に続き，53 ページから神山さんの資料になっています。 



 8

 81 分の 60 ページ以降が，パネリスト，神村さんの資料です。 

 72 ページからは，消費者教育推進法，「消費者教育の推進に関する法律」の全文

を掲載しています。 

 次に，『Ｑ＆Ａ』という冊子は，日本弁護士連合会が消費者教育推進法の成立を受

けて作成した冊子です。１枚めくっていただくと目次がございます。八つの質問，

問題提起をしています。適宜，ご興味のある項目を参照いただければと思います。 

 最後に，後日になりますが，本日の議論や消費者市民教育の実践に役立ちそうな

資料を，日本弁護士連合会のホームページに掲載する予定です。掲載する予定の資

料としては，まず，平成 25 年６月 28 日に閣議決定された「消費者教育の推進に関

する基本的な方針」，次に，日本弁護士連合会の 2009 年人権大会報告書「安全で公

正な社会を消費者の力で実現しよう～消費者市民社会の確立をめざして～」の関連

部分，それから，ビクトリア・トーレセン氏の 2010 年講演報告書等々を掲載する予

定です。ぜひ，ご覧ください。 

 以上で資料説明を終わります。 

 

（岩田） 続きまして，講演に入ります前に，本日は，みんなの党より三谷英弘衆

議院議員に本シンポジウムにご参加いただいております。一言，ご挨拶をいただき

ます。よろしくお願いいたします。 

（※本報告集では割愛させていただいております。） 

 

（岩田） ありがとうございました。 

 それでは，シンポジウムの前半，講演に入りたいと思います。まずは，消費者庁

消費生活情報課長の片山朗さんから，「今後の消費者教育の推進」という演題でご講

演いただきます。片山さん，よろしくお願いいたします。 

  

◆講演◆ 

① 「今後の消費者教育の推進」 

（片山） ただいま紹介にあずかりました，片山でございます。 

 皆さんにおかれましては，日頃，消費者政策にご協力いただきまして，また，消

費者教育に熱心に取り組んでいただきまして，感謝を申し上げます。本日は，時間

は限られておりますが，政府における消費者教育の概要としまして，推進法，基本

方針，それから，最近の消費者庁の取組について，短時間ながら説明を申し上げた

いと思います。 
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 まず推進法なのですが，先ほども皆様から少し紹介がありましたが，昨年８月に

議員立法として成立しまして，12 月に施行されたものでございます。 

 まず，この法律の目的なのですが，第１条に定められているとおり，「総合的・一

体的に消費者教育を推進し，国民の消費生活の安定・向上に寄与する」ということ

です。ここでいう「消費者教育」というものが，定義として第２条にありますけれ

ども，「消費者の自立を支援するために行われる消費生活に関する教育及びこれに準

ずる啓発活動」と定義されているところでございます。同様に，「消費者市民社会」

についても定義されておりまして，「個々の消費者の特性及び消費生活の多様性を相

互尊重し，自らの消費生活に関する行動が将来にわたって内外の社会経済情勢及び

地球環境に影響を及ぼしうることの自覚。また，公正かつ持続可能な社会形成に積

極的に参画する社会」。長いのですが，そのように定義されているところでございま

す。 

 それから，基本理念が第３条，国と地方公共団体の責務が第４条・第５条にあり

ますが，今後の説明のポイントとして重要なものは，その後にあります基本方針第

９条のところです。第９条のところに，消費者教育の推進のための基本的な方針，

いわゆる基本方針を作成すること。それからその下にありますけれども，第 19 条に

消費者教育推進会議を消費者庁に置くことを求めているところでございます。 

 基本方針につきましては，既に先ほど何人かから説明がありましたけれども，今

年６月に閣議決定したところでございます。それから，消費者教育推進会議につき

ましても，今年３月に第１回会議を開催しました。そこの議論の中でもあったので

すけれども，基本方針に対する意見の聴取などを行ったところでございます。 

 それから，その横にありますけれども，地方公共団体の役割としまして，国と同

様に基本方針に対するものとしましては，都道府県消費者教育推進計画あるいは市

町村消費者教育推進計画を策定しなさいということ。それから，消費者教育推進会

議と同様に，地方においても消費者教育推進地域協議会というものを開催すること。

いずれも努力義務ではございますけれども，求められているところでございます。 

 なお，政府だけではなく，図の下の方ですけれども，消費者団体あるいは事業者，

事業者団体についても，消費者教育の推進に協力すること。これも努力義務ですけ

れども，課されているというところでございます。 

 続いて基本方針です。先ほどの法律を受けて作られているものです。この基本方

針は，冒頭に書いてありますけれども，内閣総理大臣及び文部科学大臣が，先ほど

の消費者教育推進会議，それから内閣府にあります消費者委員会，これらの意見を

聞いて，また，パブコメを通じて消費者の意見を反映しまして案を作成し，６月に

閣議決定されたものでございます。期間は平成 25 年から 29 年までの５年間です。 
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 構成としましては，Ⅰにあります消費者教育推進の意義，それから，Ⅱの消費者

教育の推進の基本的な方向，それから消費者教育の推進の内容，そして，関連する

他の消費者政策との連携，更に，最後に，今後の消費者政策の計画的な推進という

ことで，達成度の検証のような事項を定めております。それを全てまとめまして，

右肩の方に書いてありますが，都道府県の消費者教育推進計画あるいは市町村の消

費者教育推進計画の基本となるものというように位置付けているものでございます。 

 最初に，基本方針の方向としましては，消費者が安心して豊かな生活を営むこと

ができる社会の実現には，ルールの整備や厳格な法執行，消費者支援・救済施策と

いうようなものをやってきたわけですけれども，それだけではなく，自立した消費

者の育成や消費者市民の社会が形成されることが必要である，ということが書いて

あるということです。それから，そのためには，「誰もが，どこに住んでいても，生

涯を通じて，様々な場で，消費者教育を受けることができる」ということが重要で

あり，そして，多様な担い手の連携などにより効果的な消費者教育を推進していく

必要がある，ということが明確に最初に書かれているところでございます。 

 それから，基本的な方針のⅡ番のところにも書いてありますけれども，消費者教

育の体系的な推進ということで，対象領域，それから各段階・ライフステージに合

わせた体系的な教育プログラムが必要であるということ。そして，先ほども出てき

ていますけれども多様な担い手ということで，公務員や教職員のみならず消費生活

相談員や地域福祉の関係者，消費者団体，事業者団体，もちろん，ここにおられる

法曹界の皆様方にも，多様な関係の担い手として担っていただくということをめざ

しているものでございます。 

 それから，次の消費者教育の推進の内容のところですけれども，これは，むしろ

基本方針の別紙に「今後検討すべき課題」というものが実は付いているのですけれ

ども，それを参照していただいた方がいいと思います。追加資料として配られたと

ころにあるのですけれども，実は，これは先月の 28 日に第５回消費者教育推進会議

を開催して，「今後の議論を進めるに当たって，このような三つの委員会を設置して

検討すべきである」と言われたものです。このそれぞれの丸印のレベルが，まさし

く今後検討すべき課題に挙げられたものを適宜割り振ったものでございます。 

 まず，消費者市民育成小委員会というものにつきましては，消費者市民社会の実

現に向けて消費者教育・消費者学習における系統的・横断的な課題に関する検討を

するところでございます。例えば三つ目のところ，イメージマップというものは，

ちょっと小さくて分かりにくく申し訳ないのですけれども，この左下にあるような

図です。これをもう少しブラッシュアップして，それぞれの対象領域あるいはライ

フステージで，どのようにして消費者教育を進めていくのか，ということを更に検
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討していただく，また，消費者市民社会概念の研究・普及などをするためにも，モ

デル地区を設けて先進的な実践を集中的に実施したらどうかという話。あとは，中

長期的な課題でございますけれども，一番下にありますように，消費者教育の推進

のための指標化など，そのようなことを議論していければと考えています。 

 続いて，情報利用促進小委員会です。ここは地域的な話になるのですけれども，

多様な関係が積極的に参画するために，情報を効果的に収集，整理，それから提供

する，そのあり方について検討いただこうということでございます。例えばＩＴの

関係が主になるのかもしれませんけれども，ポータルサイトの改善，できればワン

ストップ化など，そのようなものに向けた改善方法など，ＩＴに限らず地域コミュ

ニティーのようなところで見守りの担い手などがおられると思いますけれども，そ

のような人たちにも，どんどん消費者教育のマインドを持っていただくために，啓

発も含めた情報提供のあり方など，そのようなことを議論していただければと考え

ます。 

 それから三つ目，地域連携推進小委員会。ここでは，多様な関係者が有機的に連

携していくため，資源の活用やネットワークに関する議論をしてもらうなどです。

例えば下から二つ目のところ，コーディネーターというものは，まさしく，この右

側のネットワークの表なのですけれども，多様な担い手のつなぎ役となっていただ

くようなコーディネーターです。もちろん，この担い手には，右の方に書いてあり

ますけれども，法曹関係者も入っていますので，ぜひご協力いただきたいと思いま

す。そのような人たちをうまく結びつけていただけるコーディネーターの育成・支

援や，特にここにある消費生活センター，地方にあるセンターがありますけれども，

そこでの活用，消費者教育の拠点化として位置付けるために，担い手の育成などを

検討いただければと思います。 

 このような取組をしていますけれども，実のところ消費者庁全体におきましても，

来年度の重点施策として「消費者安心戦略」というものをやろうとしております。

すみません，パワーポイントがないのですが，資料集の 12 ページから，あと６枚ほ

どに資料をつけていただいています。本当は全部説明したいのですけれども，ちょ

っと時間もないので簡単に触れさせていただきます。いわゆるアベノミクスを推進

する中，成長戦略実現のためには，健全で活気と厚みのある消費市場を構築が不可

欠です。そのための消費者の安全安心を確保するための「消費者安心戦略」を積極

的に進めようということで各方の施策が書いてあるところでございます。特に消費

者教育との関連ということでしたら，右側の「消費者安心・安全確保対策」という

ことで，その上の四角にある「消費者被害防止対策」の積極な展開ということです。

最後，14 ページ，15 ページに書いてあるように，特に高齢者被害に対して見守って
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いきましょうと。特性に応じてネットワークを作って，更に，例えば実際には国セ

ンが持っているＰＩＯ―ＮＥＴや情報から被害者を特定しまして，その特性に応じ

た適切な見守り。それから，実際に被害が見られ始めたら関係者に周知して拡大を

防止するというようなスキームを，詰めるべき点はいろいろありますけれども，や

っていきたいということでございます。 

 そのような消費者庁全体の取組も並行して連動しながら，このような消費者教育

についても進めていくということでございます。 

 ちょっと時間の関係で端折ってしまいましたけれども，今後の消費者教育推進会

議では，繰り返しになりますが，各小委員会で議論をする。それとともに，地域に

おいては，推進計画，それから地方協議会の設置を行っていただき，それを，我々

も支援する。それで，長期的には３年を目途に，また基本方針を見直すということ

をしております。 

 すみません，慌ただしくなってしまいましたけれども，本日ご参集の皆さんも，

ぜひ参加していただきまして，消費者教育啓発の一翼を担っていただけますよう，

よろしくお願いいたします。以上です。 

 

（中村美） 片山さん，ありがとうございました。 

 続きまして，日本消費者教育学会会員であり，静岡大学教授の色川卓男さんから，

「消費者教育推進法のもとでの，地方における消費者教育施策の推進について」と

いう演題で，ご講演いただきます。色川さん，よろしくお願いいたします。 

 

② 「消費者教育推進法のもとでの，地方における消費者教育施策の推進について」 

（色川） よろしくお願いします。静岡大学の色川と申します。 

 時間があまりないので，少し端折ってお話しさせていただきます。私のプロフィ

ールについては，こちらをお読みください。プリントでいいますと資料の 18 ページ

から，ずっと，私のプリントになっていると思いますので，そちらをご覧ください。 

 先ほど片山課長からも出ていましたけれども，消費者教育推進法が昨年通りまし

て，それは大変いいことだと思います。ただ，消費者教育自体は，既に行政の施策

としても 40 年以上の歴史があり，50 年といってもいいでしょうか，1960 年代辺り

からずっと，いろいろなことがやられています。ですので，そのようなことをふま

えますと，なぜこの時期に法律をやるのかという話になるわけです。やってきたけ

れどもなかなかうまくいかなかったからこそ法律が必要だったのだろうと，今，私

などは考えております。ですから，法律で縛ることによって，各自治体のきっかけ

として，恐らく消費者教育推進法というものがあるだろうというように理解してい
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ます。 

 実際，消費者教育の歴史を見ますと，1960 年代，69 年の国民生活センターになる，

その前身の研究所時代に『生活経営学』という本がありますが，「車の両輪」として

の消費者教育というものが考えられています。つまり，消費者を保護する方と消費

者を教育する方という両方が，実は車の両輪であります，という話まで書いてあっ

たわけです。ですから，そのために推進しますという話は出ています。ところが，

実際は，皆さんも現状をよくご存じだと思いますが，かなり厳しい状態になってい

るということになります。 

 では，消費者教育では一体どのような歴史があるのでしょうか。これは政策レベ

ルの歴史だと思いますが，少し簡単にまとめますと，今出てきた 1960 年代の車の両

輪の時代から始まりまして，一旦あまり出てこなくなるのです。学校現場ではやっ

ている先生方もいたのですが，なかなか体系立った本格化が進むことはなかったと

いうように理解しています。 

 1980 年代に入ってきますと，今度は契約の問題が出てきて，いわゆる悪質商法な

どが非常に出てきます。そのような中で，学校現場で契約教育をやってきたのかと

いうことが問題になったときに，それがあまりやられていなかったのではないかと

いうことで，ここで，いよいよ「自立した消費者」という言葉が出てきます。そこ

で，学習指導要領を改訂することによって，ここで初めて本格的に単元として，学

校現場では消費者教育が導入されたといわれています。しかし，いわゆる今でいう

消費者市民教育とは少し違いまして，いわゆる被害に対する教育ということになる

と思います。 

 そして，2000 年代は，消費者庁ができる以前から，もう 21 世紀に入った頃から，

内閣府時代から，実は消費者教育に対して，細々とではありますが，国の方でいろ

いろ取組が行われていまして，調査研究が毎年のように行われ，いろいろな教材が

出されています。そのようなものをずっと積み重ねてきて，消費者庁が 2009 年にで

き，そして，そのような中で消費者教育推進会議ができ，更に消費者教育推進法が

できてきた，という流れがあるだろうと思っています。そのような意味では，歴史

的に見ると，現在の動きというものは，非常に本格的な展開期になる可能性がある

だろう，というようには思っております。 

 国から地方に期待されていることとは，大きくいうと四つあると思います。今，

片山様から話がありましたが，地域協議会を作るか作らないか。これも努力義務で

すから，作らなくてもいいですね。また，多様な主体の連携。いろいろな人と関わ

って消費者教育を推進しましょう。更に，消費生活センターの拠点化という言葉が

出てきます。それと，コーディネーターの利用，育成という話が出ていたと思いま
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す。前提は，もちろん自治事務ですから，各地方自治体は自分で考えなくてはいけ

ないという，大変難しい問題になるわけです。 

 国の考え方を，私が勝手にかいつまんで地方の立場から見ると，いくつか問題が

あります。まず，地域のつながりが薄れている中で，どのようにしてつながりを作

っていくのかということです。確かに，つながりや絆（きずな）という言葉は，東

日本大震災のようなことがあったときに出てきていましたが，社会全体のすう勢か

ら見ると非常につながりが弱くなっています。静岡でも，例えばアパートや近所の

マンションなどで人が越してきても，なかなか挨拶に来ない人もたくさんいます。

そうすると，お互いに隣なのだけれども知らなかったりするということが，よく起

こっています。つまり，つながりがなかなか作れないです。その中でつながりを作

るということは，やはり，かなりいろいろな手続きが要って，それほど簡単なもの

ではないだろうと想像がつきます。 

 また，センターが拠点化できるのかということです。拠点とは，消費者教育の拠

点です。今までセンターが中心になってきた啓発や，いろいろな出前講座等では十

分できたかもしれませんが，今度，学校現場にどのようにして入っていくのか。教

育委員会の目があります。この辺についても，非常に悩ましいところだと思います。

また，センターにどれだけの蓄積があるのかということです。消費者教育といって

も，苦情相談で受けてきた，いろいろな事例だけで消費者教育ができるかといえば，

これは必ずしもそうも言えないのではないかというように思います。 

 さらに，コーディネーターの担い手はいるのかということです。コーディネータ

ーとは，大変なスーパー能力が要ると思います。その辺が非常に問題でしょう。ど

のようなことかといいますと，消費者教育をしたいという外側の人間と，消費者教

育を受ける対象の人間との，いわば需要と供給とのずれがある可能性があります。

そのずれを，どのように調整するかということになるわけです。調整するためには，

消費者教育の体系そのものがどのような形であるか，そのようなこともよく知って

いなければいけない可能性があります。そうすると，これは，かなり難題なのだろ

うというように思ったりしています。 

 最後に，ちらりと「国のレベルで」と書いたものは，要は，例えば消費者庁さん

と文科省さんが，どこまで連携して消費者教育ができているのかという話です。つ

まり，地方で消費者教育行政の担当部局さんと教育委員会さんの連携が，現実には

なかなかできないところが恐らく多いと思います。そうすると，やはり国レベルで

うまくつながってくれないと，地方でもなかなかできないのではないでしょうか。

ということを少し感じるところがあります。 

 私は，いろいろ地方の行政を調べたりするので，実際の現状はどうなのかという
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話を，ちょっと簡単にさせていただきます。ここに挙げたものは，学校に対する消

費者教育施策に関しては，これは消費者行政部局が学校に対してどの程度やってい

たのかという話と，あと，「啓発」と書いたものは，いわばセンターさんが出前講座

等で，一般の消費者の皆さんたちに，どれだけいろいろなことをやっていたのかと

いう話です。学校に関していいますと，データは若干古いのですけれども，政令市

では，学校については結構出前講座をやっているように見えるのです。「見える」と

いうことについては，後で説明します。 

 それで，他の都市も結構大きな都市があるのですけれども，やっているように見

えて，パーセンテージで見ると大したことは分かりません。というのは，実際，こ

こではやっているかやっていないかしか聞いていないので，具体的な質的な問題が，

問われるところがあります。政令市が一見やっているように見えるのですが，実は，

この回数などを見ますと，10 回ぐらいだと思いますけれども，非常に小さな値しか

中央値では出てきません。 

 また，小・中・大のところで，ちょっと潰れているので見にくいと思いますが，

ほとんどが何もしていないということです。ちょっとやっているところが点で見え

ますけれども，ほとんどのグループが実はやっていないということが分かります。

これは，いわゆる一般的な出前講座は，まだやっているのだろうというように思い

たいのですが，それでも，実は，中央値で見ますと非常に値が低くて，10 回から 20

回という年間の回数が大体各自治体の代表値です。月に１回程度です。実は，多い

ところは 200 回もやっているところもあります。ですから，非常に格差が大きくて，

やっているところはとてもやっているのだけれども，集団で固まったところが全体

ですから，あまりやっていないということが現実です。 

 多くの自治体が取り組むべき課題としては，実は，「掘り起こし」と「連携」とい

う言葉が，よく出てきます。これは，そのとおりだと思いますが，三つあるのです。

「内側から」「外側から」「過去」と，私は三つあると思っています。内側とはどの

ようなことかといいますと，今日シンポで，もしかしたら静岡県さんの話があるか

と思いますが，いわゆる消費者行政部局だけが消費者行政をやっているのかという

話です。例えば，食の安全のことだったら食品関係の部局だったりするし，あるい

は，町おこしなどという話だと，これは産業や商業などの部局がやっているかもし

れません。そのようなものも，いわば消費者教育なのでしょうと。そうすると，そ

のようなことをどのようにつかまえていくのかということが問われるのです。まず

行政部局の中で，どのような消費者教育の実践があるのかということを，例えば，

今だとイメージマップのバージョン１ですか，そのようなものに合わせて見付けて

くることが必要だということです。単なる教育委員会との連携だけでは，やはり済
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まないだろうという話です。 

 次に，「外側」ということは，いわば消費者団体や，法曹界の皆さんもそうだと思

いますし，私もそうなのですけれども，その人間とつながる話です。これは，今問

われているものは，既存の団体さんだけと結びつく話ではないと思うのです。やは

り新しい団体の可能性があるところ，あるいは，行政が知らないけれども地域で何

か活動しているところなどがあるかもしれません。そのようなものを一生懸命掘り

起こしていって，つながる努力をするということになるでしょう。恐らく地域協議

会というものを作る意義は，そのように掘り起こしてきた人材とつながっていくと

いうことにあるのではないか，というように考えております。 

 そして，「過去」ということは，これが一番難題かもしれませんが，施策を歴史的

にみますと結構，同じようなことをやっているのです。私は，今，全国自治体の消

費者行政や教育の歴史の資料をいろいろ調べているのですけれども，本当に資料が

少ないのです。過去から，1970 年代から今までの資料が残っているところは，ほと

んどないです。そうなると，歴史が分かっていないのです。そのために今後の施策

を考えるための材料がないという問題があるだろうと思っています。本来ならば，

自分たちがやってきた過去の例を頭に入れながら，「このようにしたらうまくいかな

かったのだったら，やはり，これに対しては，このように考えたけれども，もう一

つ別のことを考えようか」という，そのような知恵を働かせることが重要だろうと

いうように思っていますが，これができていないのが現状です。 

 では先進事例からみると，どのようなことが推進の要件になるのかを説明します。

今，実際に消費者教育等を一生懸命やっている，例えば年間 200 件も出前講座をや

っている地域もあるわけです。そのようなところの例を見ますと，専任の担当者が

います。これは，ほとんど正規の職員さんではありません。正規の職員さんがいた

りする場合もあるのですけれども，専任の担当者がいるのです。消費者教育啓発の

担当者がいます。更に，地元で有名な啓発劇団があったりします。非常に有名で，

皆さん頼んでしまうところがあったりするのです。でも，このようなところの立ち

上げ時点のことを伺ってみますと，皆さん，もうとにかく一生懸命取り組んで，少

しでも可能性があれば，そこへ働きかけることを繰り返しているのです。少し失敗

してうまくいかなくても，断念しないわけです。そこで頑張るのです。そのような

ことを繰り返すということは大事だろうし，そして，やはり聞いてくれる人たちの

ニーズをきちんとつかまえながら，自分たちがどのような啓発をすべきなのか，ど

のような教育をすべきなのか，どのような関わり方をすべきなのか，一生懸命問い

直して進めていくことがあるだろうというように考えています。 

 それで，私は，行政が持つべき視点は三つあると思っていまして，やはり「持続
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性」と「インセンティブ」と「覚悟」だと思っています。持続性ということは，１

回限りの何かをやっても無意味なのです。お金がもったいないです。やはり５年，

10 年続くようなスタンスで，施策を考えてほしいです。特に消費者教育などという

ものは，実を結ぶまでに時間がかかるのです。先進的なところでも，皆そうです。

時間をかけてやっていらっしゃいます。ですから，やはり５年，10 年続く施策を考

えてほしいし，そのきっかけになるようなものを見い出していただきたいというこ

とです。 

 あとは読んで分かるとおり，職員さんは覚悟してほしいということです。今まで

と同じことをやっても，歴史的に見ますと恐らくうまくいかないのですから，やは

り相当な覚悟を持ってやっていただきたいということです。そして，我々，私もそ

うですけれども，いわゆる外側の人間が関わるべきことで考えなくてはいけないこ

とは，やはり地元の状況を的確につかみましょうということです。そして私が言い

たいことは，「まず自分の地元で動きましょう」ということです。国も大事ですけれ

ども，まず自分の地元で，自分たちのところで，どのような消費者教育の実践が行

われ，どのような状態なのかをまず把握して，それにコミットしていくということ

が，とても重要だというように理解しています。 

 そろそろ時間なので，ありがとうございました。 

 

（岩田） ありがとうございました。 

 続きまして，日本弁護士連合会消費者問題対策委員会の島田広委員より，「行動す

る消費者を育てる」という演題で，ご講演いただきます。よろしくお願いいたしま

す。 

 

③ 「行動する消費者を育てる」 

（島田） 皆さん，こんにちは。大分お話が続く中で，お疲れのところ恐縮です。

今ほどご紹介にありました，日弁連の島田でございます。 

 私からは，「行動する消費者を育てる」という大変上から目線な講演をさせていた

だきます。あまりに上から目線なので，やはりやめた方がいいと思いまして，昨日

考えて，「みんなで行動する消費者になろう」というように，勝手にタイトルを変え

させていただきました。 

 さて，私の自己紹介でございますけれども，ちょっと自慢の写真をご紹介してお

ります。これは，高校の家庭科の教科書に私が載っておりまして，弁護士としては

珍しいかなと思っております。私の経歴は，この資料集の最初の方に紹介してあり

ますけれども，５年ほど地方の福井の弁護士会の消費者委員会の委員長をやってお
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りました。そこで，いろいろ消費者行政の方とも相談しながら，消費者の被害救済

をどのようにすればいいかということを考えてまいったわけですけれども，なかな

かうまくいきません。うまくいかない理由は何かといいますと，今まで色川先生か

ら，さんざんいろいろご指摘いただきました消費者教育なり消費者問題の，消費者

行政における扱いがあまりに低いではないかという問題，場当たり的ではないかと

いう問題，これを何とかしなくてはいけないという思いがありまして，2009 年に北

欧のフィンランド，それからノルウェーに参りました。 

 そこで，本当に目からうろこだったわけです。日本と全然世界が違うのです。消

費者オンブズという組織の人と会いました。これは，日本でいいますと国民生活セ

ンターと同じ立場に当たる人です。この人たちにノルウェーでお会いしたときに，

「私たち消費者オンブズの職員というものが，この国の全機関の中で一番市民の信

頼を得ている機関なのです」ということを胸を張っておっしゃっていたことが，非

常に印象に残っております。 

 そのノルウェーでは，テレビのゴールデンタイムに消費者問題を扱う情報番組が

流されております。つまり，そのような形で，消費者がどれだけ安全で豊かな消費

者生活を過ごせるか，これが，まさに国の中心に据えられている，そのような社会

があったということであります。これに何とか近づけられないだろうか，単なる消

費者問題というものは，被害の救済や防止だけではなくて，まさに消費者の生活を

いかによくしていくか，そのような社会全体の問題なのである，ということをしっ

かり伝えられないかということを考えまして，この消費者市民社会という北欧の考

え方を，ぜひ，この国にも広めたいということで，この消費者教育推進法の運動に

携わらせていただきました。そのような経歴を持っているわけです。 

 昨年，その法律が制定されまして，今，消費者教育推進会議などでも，いろいろ

議論させていただいておりますけれども，ぜひ，この法律を生かして，皆さんとと

もにその消費者市民社会というものを，消費者が中心になる社会を，作りたいとい

うように思っているところです。 

 さて，消費者市民社会とは何でしょうか。簡単にいえば，消費者が行動する社会

です。何のために行動するかといえば，消費者被害がないようにする，あるいは持

続可能な消費をする，皆がこれからも豊かな消費生活を続けていけるような社会に

していく，そのために皆が行動しよう，という社会です。 

 では，その行動力というものは，どのようなところから来るかということです。

すみません，これは，私が昨日思いついたので，資料に書いてなくて，手書きで書

いていただければ恐縮です。行動力の源というものは，簡単な話なのです。つまり，

それぞれが自分の役割というものが大切なものであることを自覚するということ，
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そして，それに対して肯定的な意識を持つということ，それから成功体験を積み重

ねるということ，です。私の卑近なところで申しますと，私は，この講演に非常に

意義を感じているわけですけれども，これが失敗してしまうと，もう二度と講演は

やりたくないという，このような話でありまして，成功体験というものは大事なわ

けです。このような成功体験を繰り返しながら，この三つがぐるぐるぐるぐる回り

ながらサイクルになって，行動力というものが高められ維持されていく，これが行

動力ということであろうと思います。 

 では，この消費者について，その行動力をどのように維持していくのでしょうか。

まず，「役割がどのようなものであるのかを自覚すること」が，しっかり必要だとい

うことであります。それが，私の 81 分の 23 のレジュメの第１，「行動する消費者が

求められている」というところで少し書いてあることであります。本当に骨だけの

項目で恐縮です。 

 何といっても，やはり被害の問題は第１の問題としてあるということであります。 

 これは，消費者行政に関わる皆さんなら，もう何百回も見ている見飽きたような

グラフで恐縮ですけれども，国民生活センターのＰＩＯ―ＮＥＴに寄せられた消費

生活相談の推移のグラフであります。90 年代は非常に低かったものが，2000 年前後，

振り込め詐欺の時代から伸びて，それが高止まりになってしまったという状況が続

いているわけです。そして，被害が高齢化しているということも，繰り返しいわれ

ているところです。 

 これは，今年の『消費者白書』からの資料ですけれども，消費生活相談の件数全

体としては，このように減少傾向にあるのだけれども，65 歳以上の相談件数はぐっ

と伸びてきています。それが，高齢者の人口の伸びよりもはるかに速いペースで伸

びているということです。 

 このことが何を意味するかということは，皆さん，もうお分かりのとおり，高齢

者は，なかなか自分だけでは身が守れない，周りが支えなければいけない，という

ことです。そして，もう一つは，この高齢者被害の背景にあるものです。これは，

もう消費者行政に携わる皆さんは，よくご存じかと思いますけれども，高齢者の中

にある孤独と将来への不安です。これも，やはり社会全体が高齢者を支えなければ

決してなくなりません。そのような意味では，この高齢者に教育して，「はい，被害

者にならないように気をつけましょう」という，これだけでは全くこの消費者被害

は防げません。これが，高齢者被害の問題であろうというように思います。 

 そのようなことで，被害のない社会への転換をどうしていくか，どのようにして

高齢者の皆さんを社会全体で支えていくのでしょうか。まさに，この社会を作ると

いうことが，高齢者被害の増大の中で私たちの課題として挙がってきている，とい



 20

うことであろうと思います。 

 そして，もう一つ，これは持続可能な消費の問題ということになります。今，大

量生産，大量消費，そして大量廃棄という社会の中で，大変な問題が様々起きてき

ているということです。 

 一つ例を挙げたいと思います。皆さんにご質問しますけれども，この中で，４月

にバングラデシュで起きたビル倒壊事故のことをご存じの方，どれぐらいいらっし

ゃいますでしょうか。ご存じの方は，手を挙げてください。大体このように聞くと，

どこの会場でも２割程度です。このビルの倒壊事故は，大変な被害者を生み出しま

した。バングラデシュで，たしか８階ぐらいのラナプラザというきれいな名前の付

いたビルでしたけれども，このビルが倒壊して，そこで働いていた労働者が，なん

と 1,147 人も亡くなりました（注：正確には，同事故の救出作業終了時に確認され

た死者は 1127 人であり，それ以外に数十人の行方不明者がいたとされている。）。 

 では，この労働者は何を作っていたのでしょうか。それは，私たちが今着ている

ような安い服，いわゆるファストファッションと呼ばれる服です。一時期，以前は

ジーンズ一つ買えば 3,000 円，5,000 円していたものが，今 1,000 円を切るような

安いものが出てきています。それはなぜかといえば，このバングラデシュ等で作ら

れている安い繊維製品が入ってくるからです。以前は中国製品がたくさんあったわ

けですけれども，今，中国の人件費が上がる中で，バングラデシュに工場がどんど

んどんどん移転しています。その中で起きたものが，この事故だったわけです。つ

まり，私たちが今享受している安い衣類が買えるという消費生活は，実は，この南

の世界の悲惨な事故と密接に結びついているにもかかわらず，私たちは驚くほどそ

のことを知りません。そのような社会の中に，今，私たちがいるということです。 

 この事故について，ローマ法王は，このように述べました。「この労働者の人たち

は，月 38 ユーロしかもらっていなかった。」4,900 円。１日にすれば 200 円です。「そ

れは奴隷労働だ」というように言いました。そのような現実が，今，南の世界では

広がっていて，それが私たちの消費生活を支えているということであります。 

 これは，国連環境計画の資料の中に出てくる図です。今，先進国の私たちが享受

している消費生活を全世界の人が享受しようとすると，地球があと２個余分に必要

だというようにいわれています。これが，アメリカの消費者と同じような生活をし

ようとすると，更にもう２個余分に必要になります。それほど，今のこの大量消費

の社会というものは，到底将来にわたって続けることは難しいのです。いわば，私

たちは，地球の裏側の人たちが使うべき資源を使っている，あるいは，将来の世代

が使うべき資源を使っている，そのような消費生活に今なってきているわけであり

ます。これが到底続けられないということは，だんだん広い認識が広がってきてい
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ます。 

 もう一つ資料を紹介しますけれども，これも国連環境計画の資料です。いわゆる

エコロジカル・フットプリントというそうですけれども，あまり詳しくご説明でき

ませんが，横軸は豊かさを示すラインです。縦の赤い線が，大体そこそこの豊かさ

の生活ができるところです。縦軸は，１人当たりどれぐらいの生態系の面積を使う

と，その生活が維持できるかということを表しています。横に線が２本引っ張って

ありますが，この下の緑の線が，現在の 2006 年の時点で，世界の人口１人当たりが

使える生態系の面積といわれている線です。これを見ますと，この赤線よりも右側

にある豊かな国の人々は，１人当たり使える面積よりもはるかに多くの生態系を使

っています。そして，貧しい国はより少ない面積を使っています。このようなこと

が，如実に分かるわけであります。これはやはりだめだということを，どうしても

感じざるを得ません。 

 今，その認識は大きく広がっています。お手元の資料の 81 分の 32，33，34 など，

その辺りに，いろいろな文献を挙げておきました。国際社会の動き，それから，企

業関係の人々も，「このような社会では，やはりいけない」ということがあり，そし

て，これが，これから大きく転換して生産構造自体がどんどん変わっていくだろう，

ということを様々な人が述べており，また，日経連の企業行動憲章などにも反映す

る，そのような時代に，今なってきているということなのであります。 

 さて，このような中で，では，どのような消費者が求められているのかというと

ころで，消費者市民社会という考え方が出てきたわけです。持続可能な消費をして

いくための消費者ということであります。定義は，ここに書いてあるとおりであり

まして，なかなか難しい定義になっておりますが，「倫理，社会，経済及び環境に配

慮した消費を行う」ということです。 

 私は，もう少し分かりやすい言葉で言い換えるとこのようなところかな，という

ところでいつも言い換えさせていただいているのですが，「自分が単なる商品，サー

ビスの受け手ではなくて，社会，経済，環境を公正で持続可能なものに変える力を

持っている。そして，その役割を担っている存在だと知ることで，能動的に行動で

きるようになった消費者」ということです。やはり，自分たちが力を持っているこ

とを感じる，そして，そのような役割があるということで行動の力が高まっていく，

ということだろうと思います。 

 これを簡単に図にしますと，これまでは，消費というものは自分とその事業者が

相対し，そして，その取引の中で自分がいかに得をするか，自分がいかにだまされ

ないか，そして少しでも安かったり品質が良かったり，そのような商品を買ってい

くかという，このような狭い世界で消費が捉えられていました。これを大きく変え
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ていこうということです。その捉え方を大きく変えて，私たちが消費する社会とい

うものは，様々な市場環境あるいは環境問題，社会の問題，そのようなものに影響

を与えながら消費がなされているということ，そして，私たちが消費のあり方を変

えていくことによって，この社会，環境，あるいは経済というものに大きな影響が

与えられるということを感じられることです。まさに，「私たち消費者が心臓の役割

を果たすのだ」というような認識を持った消費者を育成していこうということを考

えることが，消費者市民社会ということなのです。 

 では，具体的にどのようにするかというところですけれども，ちょっと詳しいこ

とをご紹介することができませんので，ここに書いてあるとおりなのですけれども，

３点だけ指摘したいと思います。 

 一つは，このフード・マイレージやフェア・トレードということに共通すること

ですけれども，「お金は，やはり一つの投票なのだ。お買い物が投票になる」という

ことの意識を持とうということです。いい商品，あるいは公正なやり方で生産され

た商品を買うことによって，そのようないい経済への影響が与えられるということ

になります。そこをしっかり認識して買う，ということです。 

 それから地産地消……。 

 時間が，もう「終了」という札が，今，出されましたので，すみません，飛ばし

ながら行かなければいけないわけです。 

 地産地消というところでいいますと，いつも私がお話ししているものは本屋さん

の例です。インターネットで本を買うということを，今，たくさんの消費者がして

いると思います。皆さんも，していると思います。私もしておりましたけれども，

これをやっていますと地方の本屋さんはどんどん潰れていく現実があります。 

 今，ここにグラフを用意しましたが，2007 年までの過去 10 年間で本屋さんがど

れだけ減っているかというグラフです。特に個人の本屋さん，小さな本屋さんは半

減しているというグラフがあります。そのようなことで，このような面でも，私た

ちの消費は，その地域経済に大きな影響を与えています。そのような中で，私たち

が，どのようにして地域にお金を落としていくかということを考えることによって，

その地域経済が豊かになったり，あるいは貧しくなったり，そのようなことがある

ということを考えなければいけません。インターネットの世の中ですので，物やサ

ービス，お金は，どんどんどんどん世界に流れていきます。そのような中で，私た

ちが，それをいかにコントロールするかという意識が非常に大事な世の中になって

いる，ということだろうと思います。 

 ちょっと飛ばしまして進みます。 

 そのような中で，しかし，この環境と社会・経済への配慮というものと，それか
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ら，安さ・便利さ・はやさというものは，常にトレードオフの関係にあるというよ

うになってきます。すみません，ちょっと，この図も（資料に）なくて恐縮です。

ここを，やはり，どのようにみんなで突破していくのかということを考えることが，

これから肝要になってくるということです。１人だけでは，どうしても惰性に流さ

れてしまう，あるいは，安いものを買いたくなります。そこを，どのようにして，

皆で乗り越えていくかということが大事になってきます。この行動を持続的に生み

出すために必要なものとして，やはり，この行動欲力の源に立ち返るということが

大事だろうと思うわけです。その役割の認識，あるいは肯定的な意識，そして成功

体験，このようなものを社会の中で共有する仕組みを，どのように作っていくかと

いうことです。それが，今盛んにいわれている連携やつながりをどのように作って

いくか，という問題だろうと思います。１人で取り組むのではなく，社会全体で取

り組んで，そして情報を共有していくのです。１人が何かいい消費のあり方をでき

るようになったら，それを社会に伝えていくのです。そのようなことによって，ま

た新たな他の人の取組が生まれていくのです。そのような成功体験を社会の中で共

有する仕組みを作ろう，これが大事なことではなかろうかというように思います。 

 それが非常に大きな未来がある，というお話をしたいと思うのです。電通総研が

出しています「世界主要国価値観データブック」という名前の本があります。これ

が，世界 20 か国ぐらいだったと思いますが，いろいろな国で価値観というものをア

ンケートで取っているのです。これは日本の例なのですけれども，「一番あなたが人

生で大切にしたいことは何ですか」と聞かれて答えているもので，「環境への配慮」

が一番高いのです。その次が，「人を助ける」ということ，そして，「安全に暮らす」

ということです。更には，「創造性を持って生きる」，そのようなことなのです。こ

れが，いずれも，今までお話ししたような消費のあり方を自分で作っていく，そし

て社会に貢献していく，というあり方に全部関連しているわけであります。そのよ

うな意味で，消費者市民としてのあり方を追究するということは，個人の価値観の

あり方にも非常に即したものになっているということです。 

 更に，この『国民生活白書』のアンケートというものがありまして，「自分の消費

行動で世界が変わると思うか？」という問いに対して，６割の人が「変わると思う」

というように答えています。これも，大きな可能性を示すデータかと思います。 

 少し飛ばしますけれども，そのようなことで，このような意識を持つことが大事

なのだということを，この社会全体の中に広めていくうえで，やはり行政の役割と

いうものは非常に大きなものがあるというように感じるわけです。 

 これは，神奈川県さんが作られている「『消費者市民社会』をつくろう！」という

パンフレットです。何をやっているかといいますと，この少年が消費者被害に遭っ
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たときに泣き寝入りするかどうか，ということを分かりやすく図にしているのです。

泣き寝入りする，何も行動しないと，どんどん悪質な業者が増えて被害が増えます。

そうではなくて，１人でも行動するということが次の行政の動きにつながって，よ

り良い社会を作っていくことになるのだ，ということを言っています。このような

メッセージを，行政から発していくのです。 

 更には，先ほど色川先生から地域協議会というお話がありましたけれども，いろ

いろな活動をしている人をつないでいく役割も非常に重要なものがあります。いろ

いろな活動をしている団体は，いろいろなところにあるのです。私が先日滋賀に行

ったときには，学生さんたちが，このグリーン購入，環境に優しい購入を自分たち

がするというだけではなくて，いろいろな地域の企業や，そのような団体ができる

ように補助する活動をやっているということがありました。このようなことも，自

治体がどんどんどんどん学生さんたちに働きかけて活躍する場を作ってあげるとい

うことが，非常に大事だというように思います。 

 また，これは三重でお話をしたときなのですけれども，高齢者の方が着物のリフ

ォームをして，そして，このようなバッグを作る活動を皆でやるということを，お

話ししていただいたのです。「これが，高齢者には，とても喜びを持って受け入れら

れて，参加者が広がる」というお話をしてくださいました。そして，この方たちが，

高校に行って，その高校の生徒さんたちにこの商品を見せて，「このようなやり方が

あるのだ」ということを伝えたり，売ったりしているのです。しかも，「それが，す

ごく楽しみなのだ」ということをおっしゃっています。このような高齢者団体の活

動と高校の生徒さんたちをつなげることも，今後のコーディネーターの役割あるい

は行政の役割として，非常に重要だろうというように思います。 

 その一つの例として，消費者庁さんで作られた「地方公共団体における消費者教

育の事例集」というものが，今，出されています。なかなか参考になる例が載って

いますので，ぜひ，また，ご参考にしていただければと思います。 

 これは消費者教育イメージマップですけれども，そのような様々な活動をつなげ

る材料にしていただければということで作ったということであります。 

 時間を大分経過しましたので，ここで終わりたいと思いますけれども，ちょっと

飛ばします。 

 いずれにしても，様々な活動を通じて，私たちは日々，地球のより良いあり方に

貢献できるということを伝える，そして自分自身が行動する，そのようなことが先

ほどから申し上げている，この小さな成功体験の連鎖につながっていくということ

がいえます。そして，その連鎖が小さいことではあっても，だんだんだんだん行動

するエネルギーを消費者の中に，社会の中に作っていく，その繰り返しが社会を変



 25

えていくということだろうと思います。そのような意味で，教育関係者の皆さん，

そして自治体関係者の皆さんの役割というものは，これからますます大きくなって

くるだろうと思います。ぜひとも今日を一つの機会にしまして，そのような動きが

広まればいいというように思いますし，私も，そのような活動を繰り広げていきた

いというように思っておりますので，今後とも，どうぞよろしくお願いいたします。 

 以上です。ありがとうございました。 

 

◆事例報告◆ 

（中村美） ありがとうございました。 

 消費者市民教育への取組は，既に学校や地域でも進められています。本日は，実

際の現場において消費者市民教育を実践されている御二方をお招きし，実践例を報

告していただきます。 

 なお，報告される御二方の略歴につきましては，配付資料をご覧ください。 

 

（岩田） まず最初に，愛媛県東温市，松前町，砥部町などで消費生活相談員をさ

れております武田咲枝さんから，「砥部町における高齢者見守りネットワークについ

て」というテーマで，地域における実践例を発表していただきます。よろしくお願

いいたします。 

 

① 「砥部町における高齢者見守りネットワークについて」 

（武田咲） 皆さん，こんにちは。愛媛県の砥部町消費者相談窓口で相談員をして

おります，武田咲枝と申します。相談員歴は６年目です。 

 まず，私の自己紹介を少しさせていただきます。以前は愛媛県消費生活センター

で勤務しておりましたが，県下の各市町にも地方消費者行政活性化基金を活用して

専門の相談員が配置されるようになった関係から，県都である松山市近郊の東温市，

松前町，砥部町からお声がかかりまして，平成 22 年８月から，１市２町を週１回ず

つ巡回勤務しています。各市町とも，それぞれ独自の見守りネットワークを構築し

ておりますが，今日は，その中から，人口約２万 2,000 人の砥部町における高齢者

見守りネットワークについて，ご紹介させていただきます。 

 資料の方が５番になりまして，ページ数が 47 ページから 52 ページになります。

発表内容ですけれども，目次に沿って説明をしたいと思います。１，高齢者見守り

ネットワークの構築について。２，地域包括支援センターと連携した「訪問相談」

について。３，事例紹介，３例です。 
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 それでは，目次の一つ目，見守りネットワークの構築から話を始めさせていただ

きます。砥部町では，消費者相談窓口が中心になって地域全体で見守りネットワー

クを構築し，高齢者の悪質商法被害未然防止に積極的に取り組んでおります。スロ

ーガンは，「つながって，見守ろう。安心・安全な砥部町」です。 

 次に，見守りネットワークの構成メンバーはといいますと，日頃から高齢者をサ

ポートしている地域包括支援センター，社会福祉協議会，その他，地元の区長や民

生児童委員，警察，関係機関，金融機関などです。 

 ここで重視したことは，まず相談窓口の周知です。役場関係機関では，最新の悪

質商法に関する情報などを頻繁に提供することで，存在感そのものを高めていきま

した。直接高齢者に接するケアマネジャーや民生児童委員には，消費生活相談に関

する研修を受けてもらって，何か異変に気づいたときは相談窓口に報告をしてもら

えるように徹底しました。更に，チラシやステッカー，お断りうちわなども高齢者

の方に配付していただくなど，啓発活動にも協力していただきました。 

 余談なのですが，こちらの「お断りうちわ」をご覧ください。「いりません，お帰

りください」と書いてあるのですけれども，皆様，これは，なぜうちわでなければ

ならないのか，お分かりになりますでしょうか。実は，「うちわ」，「うちは」，つま

り「私は」，「いりません，お帰りください」ということで，うちわになっておりま

す。これは関西人ならではのダジャレなのですけれども，非常に消費者の方には評

判が上々でした。玄関に置いて，悪質な業者が来た時に，このようにして意思表示

をする時に使うように，ということでご活用いただいております。 

 話がそれました。元に戻しましょう。 

 次に町民に対してです。町民には，毎月の広報誌に注意喚起の記事を掲載したり，

高齢者や障害者を対象とした出前講座を実施したりしました。このような取り組み

の結果，見守りネットワークのメンバーから，相談や情報提供が相談窓口に集まっ

てくるようになりました。こちらのグラフを，ご覧ください。青色が，見守り者か

らの相談になります。24 年度の相談受付のうち，見守りネットワークからのものは

実に半数近くに上っています。これらの取り組みが数値となって表れております。

また，見守り者の協力のおかげで，相談窓口だけでは知り得ない相談者の暮らし状

況や家族関係，介護保険サービスの利用の有無，持病などの情報が入って，総合的

な観点から相談者にとってより良い対応ができるようになりました。 

 では，目次の二つ目，地域包括支援センターとの連携について話を進めていきま

しょう。相談窓口では，窓口のアドバイスだけでなく，地域包括支援センターの定

期訪問や防犯要請があったときには，相談員と担当職員が同行して行くことがあり

ます。これは「訪問相談」といわれるもので，なかなか相談窓口まで出向いて来る
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ことが困難な高齢者や障害者の方の消費者トラブルを早期に発見し，かつ早期解決

へと導く重要な取り組みとなっております。実際，現場に出向き，訪問販売で住宅

リフォーム工事をしていたり，高額な布団を買っていたり，というような被害状況

を見て確認することは，相談対応をするうえで大きなメリットがあります。 

 更に警察との連携にも力を入れております。１，警察ＯＢである町の行政支援員

を通じて地元の警察に立ち会いをお願いしています。これは，警察官が立ち会うこ

とにより，悪質な業者との交渉がスムーズに行えます。２，普段から情報交換を行

う。３，このようなうちわなどの啓発グッズに警察署名を記載する。４，啓発活動

にも協力していただくことです。これらの取り組みを通じて，警察との信頼関係を

築いております。 

 では，最後に，偶然発掘された被害事例を三つ，ご紹介させていただきます。三

つの事例内容は，ご覧のとおりです。事例１，排水管清掃から床下工事。事例２，

健康食品のマルチ。事例３，布団・健康食品の次々販売です。 

 まず１例目は，地域包括支援センターの社会福祉士が訪問した際に，点検商法で

排水管清掃から床下工事 190 万円を契約していたことを偶然に発見した事例です。

見守り者は地域包括支援センターの社会福祉士です。契約者は 80 歳代の独居女性で，

要支援２で介護保険サービスの利用はありません。１か月から２か月に１回，社会

福祉士が定期訪問しています。相談の流れは，１，社会福祉士が定期訪問時に偶然

発見，２，役場相談窓口に直ちに報告，３，相談員と担当職員が社会福祉士に同伴

して「訪問相談」を行った，というものです。まさに排水管洗浄から床下工事を勧

める典型的な点検商法でした。 

 では，訪問相談の様子をお話ししてみましょう。契約の経緯は，庭の手入れをし

ていたら，販売員が，「この近所を回っている。ご近所の排水管清掃をしたが，お宅

はどうか」と勧誘され，排水管清掃をしたあと，「高圧洗浄をしたので，水漏れして

いないか確認する」と言って床下に入りました。そして，デジカメで床下の写真を

数枚撮ってきて，テレビ画面に映しながら「床下は水浸しだ。カビがわいている。

地震が来たら倒れる」などと不安をあおられました。築 10 年余りの木造２階建て住

宅で，まだ新しい建物なのに，コンクリート基礎補修工事や床下の換気扇など 190

万円もの工事を契約させられ，既に 100 万円を支払っていました。 

 偶然，社会福祉士が定期訪問した際に，相談者が業者と勘違いをして，「振り込み

ができていたか？」と聞かれたことから，何らかの契約をしたことに気づき，契約

内容を聞きただして契約書を確認することができました。直ちに相談窓口につなぎ，

相談員と担当職員が相談者宅を訪問して，無事クーリング・オフをすることができ

ました。その日は，なんとクーリング・オフの最終日でした。まさに，ぎりぎりセ
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ーフといったところでしょうか。相談者は，業者が言うように床下が水浸しである

とすっかり思い込んでおり，それが本当かどうか確認するために，私，相談員と担

当職員が床下に入って写真を撮り，床下の土を回収して，カビの検査や住宅相談な

どを受けました。その結果，実際は水浸しではなく，カビも確認されず，虚偽説明

である確証を得ることができました。 

 後日，警察ＯＢの行政支援員も立ち会って，役場にて，この業者と面談し，問題

点を指摘して改めるようにお願いをしました。それ以降，砥部町からこの業者の相

談は無くなりました。相談者には認知症状があり，日ごとに記憶がなくなっていく

中で，相談者の病状をよく理解して，決して焦らず気長に聞き取りをする社会福祉

士のサポートが無ければ，解決は難しかったと思います。最終的に成年後見人制度

を視野に入れて，弁護士につなぐことができました。 

 ２例目は，山間部で発生したマルチ商法被害の事例をご紹介します。見守り者は

民生児童委員さんです。契約者は 80 歳代の女性で，夫婦２人暮らしの年金受給者で

す。２年前に病気を患って，足に後遺症が残っています。相談の流れは，近所に住

む民生児童委員さんが声かけをして偶然発見し，役場の相談窓口に直ちにつないで，

「訪問相談」を行った事例です。 

 契約の経緯は，高齢者夫婦が住んでいる家に，近所の住民が見慣れない業者を２

人引率して訪問しているところを民生児童委員さんが見かけ，不審に思って声をか

けて訪問の理由を聞いたところ，外国産の健康食品５瓶，１瓶 30 錠入り２万 4,400

円，を個人輸入で契約していたことが分かりました。 

 民生児童委員は，悪質なマルチ商法の可能性があるのではないかと心配になり，

直ちに相談窓口に連絡をしてくださいました。以前に民生児童委員の研修で悪質商

法について学んでいたので予備知識があり，すぐに対応できたそうです。早速，相

談員と担当職員が自宅を訪問して契約内容を確認し，あっせんに入りました。地元

住民が関係していて，媒介者を介さない返金方法を希望されたため，国内の支店窓

口に連絡を取り直接交渉した結果，無事全面解約につながって全額返金されました。 

 最後に３例目になりますが，郵便局の窓口職員が，高齢者に布団代金の入金をや

めるように助言して相談窓口につないだ事例を，ご紹介いたします。見守り者は地

域包括支援センターの介護支援専門員と看護師です。契約者は 70 歳代の女性で，夫

婦２人暮らしの年金受給者です。相談の流れは，郵便局の窓口で出金をしようとし

て止められ，役場に相談に行くように言われて，地域包括支援センターにつながり，

その後，「訪問相談」を行った事例です。 

 契約経緯は，相談者が以前に訪問販売で敷き布団を購入した業者から再び勧誘を

受けて，手を当てると布団の柄の色がオレンジ色に変色するという実験商法で勧誘
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を受け，高額なゲルマジック敷き布団２枚セットを購入しました。商品代金 15 万円

の入金に郵便局の窓口を訪れたところ，振り込みの内容を聞いた窓口職員から，役

場の消費者相談窓口に相談するように勧められました。相談者は，１年前にも訪問

販売で温熱治療器を購入したことがあり，郵便局で入金を止めていただいたのは今

回で２回目でした。 

 相談窓口では，日頃より，愛媛県内で医療費の還付金詐欺が多発していることか

ら，町内の金融機関窓口やコンビニを戸別に訪問し，ちらしなどを配付して被害未

然防止の協力要請を行っており，今回，日頃の活動の成果が出たものと思われます。 

 この事例は，あっせんの結果，購入金額から４万円を減額することができました。

また，相談者宅を訪問した際に大量の健康食品があるのを見付けたことから，相談

者が病院の薬を服用せずに健康食品に依存し，電話勧誘販売や通信販売で 14 社から

16 種類もの健康食品を購入していたことが分かりました。後日，地域包括支援セン

ターの介護支援専門員，看護師と一緒に訪問し，看護師からの「健康食品の飲み過

ぎは，よくないよ」というアドバイスが決め手となって，健康食品を３種類に減ら

すことができました。その後も，介護支援専門員が保健センターで相談者に医師の

診察を受けさせたり，相談員が健康食品会社に解約を求める連絡をしたり，現在も

継続して見守りを続けています。それぞれがそれぞれの立場で尽力したことで，よ

り良い対応ができました。 

 最後になりましたが，様々な高齢者被害の相談対応の中で，消費者相談窓口と高

齢者を取り巻いている関係機関のネットワークとの連携の重要性を実感することが

できました。今後は，更なる連携の場を広げながら，地域全体で高齢者の見守り活

動を継続的に展開し，皆で協力して，「安心・安全な砥部町」を目指して努力してい

きたいと思います。 

 本日は，ご清聴ありがとうございました。 

 

（中村美） ありがとうございました。 

 続いて，岐阜県岐阜市立精華中学校教諭の神山留美子さんに，「かしこい消費者を

目指して～教員と消費生活相談員との連携～」というテーマで，教育の現場におけ

る実践例を発表していただきます。それでは，神山さん，よろしくお願いいたしま

す。 

 

② 「かしこい消費者を目指して～教員と消費生活相談員との連携～」 

（神山） こんにちは。岐阜市の中学生に技術・家庭科を教えております，神山と

申します。よろしくお願いいたします。 
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 今日は，私が消費生活センターの相談員の方と一緒に行ってきた授業について，

報告をさせていただきたいと思います。よろしくお願いいたします。 

 こちらは，私たちが中学生に指導する内容が示されているものなのですが，文科

省から出ている中学校技術・家庭科指導要領にある「ねらい」の部分です。ここを

読んでいくと，「生徒が自分で自立できるように」や「自分で生活に生かせるように」

というようなことが記されています。その中で「身近な消費生活と環境」というと

ころでは，「自らの生活の課題を見付け」の一文があります。自分が自分の生活を振

り返って，それを更により良くするために解決方法を見付けて実践していく，とい

うことを大事にしていかなくてはいけないかなと思っています。そのような力をつ

けていくために，普段，私が心がけていることは，とにかく生徒が自分の生活を振

り返るようなものを授業の導入に入れて考えていけないか，ということです。 

 消費生活の分野では，よくテレビなどで報道されている潜入体験のようなもので

あったり，あとは地元の地産地消のことであったり，ごみ問題などのニュース・テ

レビ番組などを生徒に見せて考えるきっかけとしていたのですが，生徒の感想を聞

いていると，「それらの報道などは全て都会で行われていることであって，岐阜のよ

うな田舎では，このようなことないだろう」というようなものが，とても多かった

のです。子供たちが，どうしたら自分のこととして捉えられるのかということを，

ずっと考えていながらも結果が出ず，日々が過ぎていました。 

 そのときに，消費者トラブルのことが報道されており「中高生の相談が多くなっ

てきている」ということ，あと，「その原因の一つとして販売方法や支払方法が多様

化してきている」というようなことが報道されていました。では，岐阜市での実態

はどうなのだろうということを，自分自身も結局は分かっていなかったので，岐阜

市の消費生活センターの方に連絡をさせていただきました。 

 相談員の先生とお話しする中で，「携帯電話でのワンクリック問題や高額請求など

のことで，随分相談が相次いでいる」という話とともに，「顔面蒼白で相談に来る中

高生もいる」という話を伺いました。出前講座などは今までもやっているのだけれ

ども，消費者センター自身も，「このようなトラブルが未然に防げる方法はないのか

なということを，考えていたところなのです」というような話を伺ったときに，私

も，「専門の方からお話を聞く機会があれば，もしかしたら子供たちも，もっと自分

のこととして捉えられるのかな」という思いも芽生えてきました。そこでお互いの

願いが一致して，「一緒に授業をしましょう」ということになり，準備を進めること

になりました。それが大体６年ぐらい前です。 

 いざ学校で授業を始めていくというようになると，やはり，私たちは学校長から

の許可が必要ですので，校長先生にその話をしました。校長先生からは，「全学級同
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じように授業を進めていかなければいけないので，例えば７クラスあったら７クラ

スとも全部消費生活センターの方が来てくださるのか」ということと，講演ではな

くて共に授業を進めていくということなので，「センターの方にどこで出てもらうの

か，何を話してもらうのか，その辺の打ち合わせを，きちんとしておかないといけ

ないよ」というように指導をされ，その辺から，また打ち合わせをしていくことと

なりました。 

 本当に事前の打ち合わせは，何度も何度も行われました。本当に大変でした。私

たちが子供に教えたいこと，あと相談員の先生が子供たちにつけたい力というもの

が，違いました。私たちは「ここまで」と思うところもあったのですけれども，「い

や，ここまででは，まだまだ失敗もするよ。ここまでやってほしいな」というよう

なことも繰り返しあったのですが，何度も打ち合わせをする中で，そこをすり合わ

せていくことで，折り合いをつけてといいますか，そこから授業を進めていこうと

いうことで始めていきました。 

 私から相談員の先生に示した資料，お願いは，まず生徒の実態をお伝えした中で，

「授業を通して身につけさせたいのは，このようなことなのだ」ということを伝え，

そのための資料をいただきたいということです。それは，「岐阜だから地元の資料」

というように，特にお願いをしました。そうすると，相談員の先生は，岐阜市や岐

阜県で作成されたデータを，より分かりやすく編集してくださって，中学生が本当

に考えやすいようなものも提示してくれました。このような打ち合わせがある中で，

私自身も知らないことがたくさん分かって，本当にいろいろと考える機会を自分自

身も与えてもらったと思っています。それを，また子供に返していけたということ

が，とてもよい経験をさせていただいたな，ということも思っています。 

 相談員さんからいただいたデータの中には，岐阜県内中学生の相談数や，具体的

な相談事例もありました。他には，授業中では相談員さんが専門的な立場で助言を

いただいたので，子供たちが「そこまで考えないといけないのだ」というようなこ

とも教えていただきました。 

 ここからは，実際にどのような流れで相談員の方と授業を進めたかというところ

を，少し見ていただきたいと思います。 

 初めに，「岐阜市消費生活センターは，ここにあるよ」ということを子供に伝え，

「インターネットの利用者数」，「岐阜県では，これぐらいのトラブルがあるのだよ」

ということを示します。数だけ見ると，子供たちは「少ないな」ということを，一

瞬ふと思うのですけれども，相談員の先生からは，「これは本当に氷山の一角だよ。

相談に来ていない子が，もっともっといっぱいいるのだよ」ということを聞いて，

自分たちなりに数を計算していくと，「えー，そんなにおるの。それ，大変じゃん」
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というような感じで，結構驚いている生徒たちがいました。 

 そこで生徒を１人連れ出して，私と親子関係を結び，「一緒にインターネットで買

い物をしようね」という設定でロールプレーイングを行います。ちょっと，どこか

で見たことがある画面です。ここで靴を購入する設定で行うのですが，事前の調査

をしておりまして，インターネットを使って部活動のシューズを買っているという

子が何人かいましたので，靴という設定で授業を仕組みます。 

 ２人で会話を作りながら，「スニーカーが欲しいんだ」，「何色が欲しいの？ え，

茶色が欲しいの」などと言いながら，このような画面を一緒に進めていき，「これは，

ちょっと要らないな。僕が欲しいのは茶色のスニーカーだし」と言いながら，「これ

なんか，どう？」，「ああ，安いね」。半額以下ですね。「ああ，安いね」などと言い

ながら，「人気やと。これ，買っとかないかんのじゃないの」，「買おっか」と，事前

に価格を確認することであったり，あとは，購入後，交換や返品などという学習も

していますので，ここのこの画面でも，その辺を確認しました。そして「買おうね」

ということで注文内容の確認も済ませ，「よし，これで届くの待っとろうね」と言い

ながら，翌日商品が届いたのだけれども，残念，履くことはできるけれども指先が

痛い。「さあ，どうする？」ということで，子供たちに投げかけました。 

 そうして返ってくる答えで一番多いものは，「交換」でした。「返品には送料がか

かるけれども，交換だとかからないので，これがいいのではないか」。次に返品です。

「送料はかかるけれども，残りの在庫が少ないので，また買えないかもしれない。

そうすると，少しでも代金が戻ってきて次の靴を購入できるのであれば，返品しよ

うか」。更に続いていく答えが，「オークションやリサイクルショップで売る」とい

うものでした。「購入時には半額以下の 3,000 円で買っているので，オークションに

すれば，もしかしたら 6,000 円や 7,000 円までいって，もうかるのではないか」と

いうことが，子供たちの発想です。 

 いろいろな対処方法が出てきたのですけれども，子供たちの意見を聞いていると，

それは自分にとっての損得だけだったのです。「元々使った金額がこれだけで，返っ

てくるのがあれだけで，では，もうかるな」，「損するな」というような回答でした。

中には，少人数ではありましたが，「捨ててしまう」という子や，「そのまま放置」

という答えもありました。 

 子供たちは何らかの対処方法を考えていたので，それを相談員の先生に認めてい

ただきながら，このＡグループとＢグループに分け，「それぞれの対応の仕方の行動

の違いには何があるか」というようなことを考えさせました。少し時間はかかりま

したけれども，返品や交換，上のＡの方ですが，「自分に合わない靴だったというこ

とが，事業者には伝わるのではないか。でも，Ｂだと，売ってきた事業者には何も
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伝わらないよね」というようなことに気づく生徒が出てきました。そして，「それが

消費者の何につながるの？」という話になったときに，「このお店でショッピングを

しているのは，私たち親子だけだろうか。違うよね。世界どこの国の人も，この店

のこのサイトは見られるのだよね」というようなことから，自分と同じように「履

けるのだけれども，でも心地よく履けるわけではなかったので，嫌な思いをする子

は他にも出てくるのではないのかな」というところに行き着きました。 

 「では，今買ってしまっているので，今後どのような対応ができるのだろう？」

ということを考えていったときに，「このようなレビューを書いてみる」。「買う前に

見るということも一つだけど，まず書くことも一つだろうし，商品に付いている，

このような表示のところの電話をすることも一つなのではないか」。あとは，「商品

にはがきが入っているよね。このようなことも伝える一つの手段だね」というよう

なことも知っていきます。 

 このような行動が，最初のこの画面の下に少し，この表示がプラスされることに

よって，より分かりやすい表示につながったり，これはＴシャツなのですが，実物

を見せたら子供たちは驚いていましたが，「首にある表示のタグがなくなって，直接

印刷することによって，痛がゆい思いをしないような，このような商品の開発につ

ながっていくのだ」というようなことも紹介しました。 

 子供たちが結構驚いていたものは，ペットボトルでした。真ん中が持ちやすいよ

うにくぼませたペットボトルと，くぼんでいないものを，このように持ち比べをし

たのですけれども，「本当に，これだけでも違うのだ」ということを実感して，驚き

の声が上がっていました。 

 このような相談員さんとの連携を図り授業を行ってきたことで，生徒自身，私も

なのですけれども，様々な消費者トラブルや今後考えていかなくてはいけない消費

行動を，自分のこととして捉えて深く考えることができるようになったな，という

ように思っています。自分の損得でしか考えていなかったことが，ちょっとした自

分の行動で消費者全体の利益につながっていくのだ，ということにも気づくことが

できました。 

 今回学習した以外にも，「消費者の権利と責任は，あるのではないか」という指摘

もあります。ただ，中学生なので，あれもこれも，幾つも幾つも，教え込んでもな

かなか考えることはできないと思い，今回は，この一つのことを伝えることによっ

て，「他にもあるよ」ということで教科書を最後に確認して，子供たちに他にもある

ことを知らせたうえで授業を閉じています。 

 また，他にも，「ネットショッピングを題材にすることが本当に有効なのか」とい

うようなことも，課題の一つです。といいますのは，中学生はネットショッピング
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よりも，まだ店舗販売での購入の方が実態には合っているからです。だから，「その

ようなものを使っていった方がいいのではないか」というようなご指摘もあるので

すけれども，その辺も，子供の実態によって変わってくるな，ということを思いま

す。 

 今勤めている学校の前の学校から，このような授業をちょっと考えさせていただ

いているのですが，前にいたところは，少し町から離れたところで，中学校１年生

で携帯電話を持っている子が 12～13％だったでしょうか。でも，今勤めさせていた

だいている学校は，中学校１年生の段階で半分以上が携帯を持っています。このよ

うな中で，そのネットショッピングの経験者数も，もちろん違いますし，親さんの

経験も，もちろん違うので，その辺も考えていかなければいけません。教える学年，

学校の実態，生徒の実態によって考えていきます。 

 相談員さんとの授業についてですが，岐阜市では少しずつ増えています。相談員

さんから伺ったのですが，これまで相談員さんが出向いていった学校の生徒から直

接電話相談があったり，あと，企画というのですか，何か，そのようなショッピン

グモールなどのところで行われているクイズラリーのようなものを催すことがあっ

たりなどしたときに，大人が一生懸命考えてもなかなか正解できない問題を，中高

生の子たちが「これ，中学校で勉強したよね」などと言いながら全問正解して帰っ

て行く姿を見るととてもうれしい。」などという話もしていらっしゃいました。「未

然に，このように何かいろいろな取組をすることで，トラブルが少しでも減ってい

るのかなと感じているのだよ」と，相談員さんからも言っていただけています。 

 このように専門的な方と授業を仕組んでいくことは，「テレビや新聞などのことは，

自分のことではない」と思っていた子供たちが，「自分の近くで起こっていることだ」

と関心を持つことができて，自分のこととして生活に生かせる力をつけていくとい

う部分では，とても有効だったということを実感しています。 

 最後に，相談員の先生から教えていただいたことです。ごめんなさい，私も，実

はフェア・トレードについて知りませんでした。それで，この二つの映像を子供に

見せました。「あなたなら，どちらを購入しますか？」ほとんどの生徒は，価格が安

い左側を選びました。でも，そこでフェア・トレードの話をすることで，また，「消

費者の１人として自分にできることは何か」を一緒に考えることができました。ち

なみに，職員にも何人かこれを質問してみましたが，フェア・トレードのことを知

っていた職員は，ほとんどいませんでした。「大人もだな」ということを，自分自身

もですが，感じているところです。 

 以上のように，これからも生徒１人１人に，「かしこい消費者」とキーワードとし

て，相談員さんと連携を取りながら授業を行っていこうというように思っています。 
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 これで事例報告を終わります。ご清聴，ありがとうございました。 

 

（中村美） ありがとうございました。 

 本シンポジウムにメッセージを頂戴しておりますので，ここで，お名前をご紹介

させていただきます。社民党政策審議会長で参議院議員の吉田忠智様と民主党政策

調査会長で参議院議員の櫻井充様，御二方からメッセージを頂戴しております。メ

ッセージの内容については，大変恐縮ですが，時間の関係で省略させていただきま

す。 

（岩田） それでは，ここで休憩時間を取らせていただこうと思っております。後

ろにございます館内の時計で 15 時，３時まで休憩をしたいと考えています。３時か

ら再開いたしますので，お時間までにご着席いただくようにお願いいたします。 

  

（ 休 憩 ） 

 

◆パネルディスカッション◆ 

〈わたしが実践する消費者市民教育〉 

（中村美） それでは，時間になりましたのでシンポジウムを再開させていただき

ます。ここからは，「私が実践する消費者市民教育」という題目で，パネルディスカ

ッション形式で進行させていただきます。 

 パネラーの方々を紹介させていただきます。前方向かって左側から，消費者庁審

議官の川口康裕さん，静岡大学教授の色川卓男さん，静岡県くらし・環境部県民生

活課課長の神村明利さん，日弁連消費者問題対策委員会委員の島田広さんになりま

す。コーディネーターは，日弁連消費者問題対策委員会副委員長，靏岡寿治さん，

シンポジウム実行委員会委員の岩﨑夏子さんです。 

 それでは，ここで司会をコーディネーターに引き継ぎますので，靏岡さん，岩﨑

さん，よろしくお願いいたします。 

（靏岡） はい。それでは，司会を引き継ぎました。まずは，パネルディスカッシ

ョンの中で，「消費者市民社会」と「消費者市民教育」ということについて，少し議

論を進めていきたいと考えております。 

 まず，冒頭の山岸会長からの挨拶にもありましたとおり，日弁連としましては，

2009 年の和歌山の人権大会以降，消費者市民社会の実現をめざした活動を行ってお

りまして，その中でも，消費者市民教育の重要性というものを位置付けて活動して
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まいりました。その間，推進法を早期に制定するようにということで，２度のシン

ポジウムをやってきておりまして，昨年，法律が制定されたわけなのですが，「消費

者市民社会」や「消費者市民教育」という言葉が，まだ，あまり広く知れ渡ってい

ないかなというところがあります。 

 そこで，まずは，消費者庁の川口さんに，川口さん自身の消費者教育との関わり

を含めて，消費者市民社会というものの政策的な意義，位置付け，あとは，これか

らの消費者教育に期待することなどを，お話しいただきたいと思います。よろしく

お願いいたします。 

（川口） 消費者庁の川口でございます。 

 私が初めて消費者行政に携わりましたのは，平成３年でございます。平成３年は，

ある意味で今と同じような，「消費者教育を，ここから始めるぞ」という気運が満ち

あふれていました。それはなぜだろうと思って，もう１度調べてみますと，平成元

年に，消費者教育を本格的に導入した学習指導要領というものができていました。

しかし，実施は平成４年度からだということで，実施を前にしてリソースセンター

を充実する，いわば，私は消費者教育支援センター支援というものを仕事にしてい

たわけであります。それが私の原点でございますが，現在も消費者教育を担当して

います。再び，消費者教育元年といわれる年に遭遇し，責任の重さを痛感するとと

もに，今までの経験を生かして頑張っていこうと思っているところでございます。 

 それから，消費者庁職員として出ているわけですけれども，今日のテーマは「私

が実践する消費者教育」となっています。閣議決定していること，法律等はありま

すが，それ以上のことは，まだまだ，皆で議論していく段階だと思っておりまして，

私が申し上げることも，何か消費者庁の見解として確定していることではなくて，

ここの議論のために申し上げているということで，御理解いただきたいと思います。

議論の結果，また考えが変わっていきます。そのような過程を積み重ねていくこと

で，充実したものになっていくのではないかと思います。 

 その前提で申し上げますが，消費者市民教育の政策的意義は，「消費者の自立」と

いうことの意味を豊かなものにした，ということではないかというように思ってお

ります。消費者の自立とは，消費者基本法が平成 16 年にできましたときに，保護か

ら自立の支援，権利の尊重と消費者の自立の支援，いわば，当時，「保護から自立へ」

ということをいっておりましたが，「自立とは何だろう？ 自立支援とは何だろう？ 

実際何をやるのだろうか？」ということがいわれていたわけですが，消費者教育推

進法ができて，本格的にそれに取り組むことができるようになりました。この間，

約 10 年近くたっているわけですが，消費者として行動することが自らの利益の擁護

増進のためになる，そのために自主的かつ合理的に行動できるようにするというこ
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とが，消費者の自立を支援するということだと思いますけれども，その「自らの利

益」とは一体何だろうかということだと思います。 

 この間の議論の結果，消費者としての行動とは，自らが生きていく現在及び将来

の社会・経済に影響して，それがまた自らの利益に影響するのだということについ

て，理解が深まってきたということだと思います。「情けは人のためならず」という

ことも，いわれます。「より良い市場と社会のために行動することは，消費者の利益

なのだ」と，そのような認識が高まってきて，その結果，自らの利益の擁護の増進

のために，自主的かつ合理的に行動できるよう自立を支援するということには，個

人として安心・安全，豊かな暮らしを営むということのみならず，公正かつ持続可

能な社会の形成に積極的に参画するために，自主的かつ合理的に行動できるよう自

立を支援するということが含まれるのだと，そのような認識が，いわば消費者教育

推進法第２条の定義，「何々を含む」と書いてありますが，そこの意味ではないでし

ょうか。そのような思いに至りましたので，ここで申し上げます。 

 以上です。 

（岩﨑） 島田さん，日弁連としての消費者市民社会への思い入れなど，講演の中

で言い足りなかったことがありましたら，お願いいたします。 

（島田） はい。今川口審議官がおっしゃった，「自立とは何か」というところの意

味が大きく変わってきているということは，まさに，そのとおりだというように思

います。 

 私が一つご紹介したいことは，消費者保護ガイドラインというものを，国連が

1999 年に改定しております。このときの改定の一番の目玉は，これの中に「持続可

能な消費」というものを入れるということでした。つまり，「持続可能な社会を作っ

ていくということは，消費者がこれから豊かな消費生活を継続的に営んでいくうえ

で大事なのだ」ということが，このときに確認されたということなのだと思います。

そのような意味で，そこの考え方が反映して，今まさに川口審議官がおっしゃった

ような，「そのような社会を作っていくこと自体が，消費者の利益なのだ」というこ

との認識に結実しているということなのだろうというように思っています。 

 以上です。 

（靏岡） はい，ありがとうございました。 

 「消費者市民社会」という言葉自体が，最近法律に入ったということもあって，

実は，あまりなじみがないということもあると思うのですが，今まで出ていたよう

な考え方，そのようなものは，突然現れたというわけではないと思います。 

 消費者教育について大学で研究されている色川さんにお伺いしたいのですけれど

も，消費者市民社会と似たような考え方，同じような方向性の議論に，従来どのよ
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うなものがあったのかというところを，簡単にご紹介いただければと思うのですけ

れども，よろしくお願いいたします。 

（色川） はい。静岡大学の色川です。 

 先ほど私がスライドのときにお見せしました，1960 年代の消費者教育の一つの大

きなスタートがあったと思うのですが，例えば 1966 年の国民生活審議会では，「経

済社会における消費者の意義を自覚させること」などが出てくるのですね。あるい

は，当時の言葉でいいますと，「国民生活優先」や「生活に奉仕する経済」という言

葉が出てくるのです。 

 つまり，内容的に今の，いわゆる「持続可能な」という言葉はついていないので

すが，「いわゆる社会に対するつながり，そのような問題を十分考えながら，消費者

としての行動をしていきましょう」という考え方が，当時からあったろうというよ

うに理解しています。 

（靍岡） ありがとうございました。 

 実は，静岡県では，消費者教育推進法が制定される少し前から，消費者教育につ

いて，「一つの理念を中心に捉えて推進していこう」という取組に着手していたと聞

いております。 

 そこで，静岡県の神村さんにお伺いしたいのですけれども，静岡県で具体的にど

のような取組をされているかということと，あとは，法でいう消費者市民社会，そ

この理論で掲げられていることと，消費者市民社会との整合性をどのように理解さ

れているのかについて，少しお話しいただきたいと思います。 

（神村） 静岡県の県民生活課の神村と申します。資料の 60 ページ以降に私の配付

資料がありますので，そちらをご覧になりながら，お聞きいただきたいと思います。 

 本県では，平成 11 年３月に，条例の中に「啓発活動及び教育の推進」というもの

を規定いたしました。これまで，主に消費者被害防止に重点を置きました啓発，あ

るいは消費者学習支援に取り組んできたわけですが，平成 22 年，消費者行政に関す

る基本指針であります県の「消費者行政推進基本計画」，それから，平成 23 年の「静

岡県総合計画」の策定に向けまして，消費者教育推進計画の検討を進めていたわけ

です。この際，消費者教育推進法の法案提出の動き等もあることを察知しており，

同計画が 22 年から 25 年までということもありまして，法案成立を見据えて「消費

者教育の推進」という言葉を計画に盛り込みました。 

 主な取組としては，自ら学び自立する消費者の育成として，「社会的価値行動」が

できる消費者を育成するということを位置付けております。資料の 61 ページの方を

見ていただきたいと思いますけれども，県の総合計画の基本方針では，富む国，有

る徳で「富国有徳」といいますけれども，徳のある人が物心共に豊かに暮らす，人
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と物を共に大切にする地域，これを実現しようというものが，県の大きな目標にな

っております。 

 この考えは，堅実な経済成長を実現しながら，県民誰もがより良く暮らし，文化

力を高め，他を引きつける，このような魅力を磨くという理想郷をめざすもので，

いわゆる自らの資質・能力を伸ばして，多様な生き方，価値観を認め合って，関わ

り合いながら，より良い社会作りを推進していくということです。いわゆる「社会

的価値行動」とは，その資料の中にもありますけれども，食育の推進であったり，

地産地消など，先ほどからもいろいろな意見が出ておりますけれども，環境に配慮

した商品を選択するなどで，いわば，それは消費者教育推進法でいうところの消費

者市民社会を構成する大きな要素であると考えておりますので，何も今に始まった

考え方ではないと思っています。 

 以上です。 

（靏岡） はい，ありがとうございました。 

 今の報告でもありましたとおり，「消費者市民社会」といいますと，「新しい社会

の新しい言葉」というイメージが非常に強いかと思うのですけれども，従来から日

本の中に，その萌芽のようなものがありまして，それが発現してきたというような

イメージをしていただければというように考えております。 

 そのような消費者市民社会を実現するための教育ということで，法文には「消費

者市民教育」という言葉では出ておりませんが，我々は「消費者市民教育」という

言葉をよく使っております。我々弁護士の立場からすると，消費者教育といいます

と，すぐに，「悪質商法から身を守る」，「クーリングオフの方法を教えます」という

ようなことを教える場として捉えがちだと思うのです。 

 そこで，弁護士でもある島田さんにお伺いしたいのですけれども，今日も多くの

弁護士の方が恐らく出席されていると思うのですが，今までの消費者教育と，これ

からめざしていくべき消費者市民教育というのですか，消費者教育ですか，との関

係，捉え方について，簡単に説明していただけませんでしょうか。 

（島田） 今お話のありました被害防止教育という観点から，これまで消費者教育

がずっと取り組まれてきたということです。今ほど，ちょっと休憩時間中にも，「そ

れと消費者市民教育というのは，どのような関係に立つのですか」というお話があ

りました。 

 被害を防止するということは，ではどのような心の動きを消費者が作っていけば

防止されるのか，ということなのだと思います。つまり，いろいろな悪質商法を，

いろいろと手を変え品を変えやってくる中で，理性的な判断というものを麻ひさせ

るために，彼らはいろいろな手を使ってきます。しかし，それに，やはり対抗して
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いくためには，いろいろな悪徳商法に対する知識ももちろん大事なのですけれども，

それだけでは足りなくて，日常不断に，自分の消費行動についてある程度の理性的

な判断を繰り返し行っていく，そのような自覚的な努力というものがどうしても必

要になってきます。そのような努力を日々積み重ねようというときに，「では，悪質

商法に毎日毎日遭いますか」といいますと，人は遭わないわけです。そして，たま

に遭うときに，「では訓練しよう」といっても，「それは，もう遅い」と，このよう

なことになるわけですね。 

 そのような中で，日々，やはり自分の暮らしの中で，「より良い消費というものは

何なのだろうか」ということを，批判的精神を持って考えるということを繰り返し

ていく必要があります。そのための一つの切り口として，この持続可能な消費とい

うもの，そして公正な社会を作っていく，その考え方が非常に大きなファクターに

なってくるだろうと，このようなことだろうというように思っております。 

（靏岡） そうすると，我々弁護士も，これから消費者教育に対する見方を少しず

つ変えていかなければいけないのかな，というところがあるのだと思います。 

 色川さんにお伺いしたいのですけれども，先ほどの講演の中で，地方における消

費者教育の推進についてという形で，専らハード面の話が多かったと思うのですけ

れども，これからの消費者教育の理想的な進め方というところで，現場の先生方な

どに期待することなどがありましたら，一言お願いしたいのですけれども。 

（色川） そうですね。現場の先生方に期待することは，お忙しいと思いますけれ

ども，できる限り遠慮しないで，いろいろなところに関わっていただきたいという

ことですね。多分，「センターに電話するのさえ面倒くさい」という先生もいらっし

ゃるので。 

 しかし，実は現場の先生方も，お忙しいだけではなくて，なかなか消費者教育な

るものに対する関心があまり高くないという問題も一方であるので，その辺を何と

か高めることをしないと，なかなか，特に学校現場での消費者教育は進みにくいだ

ろうなというように考えています。 

（靏岡） 色川さんに引き続きお伺いしたいのですけれども，やはり学校現場だけ

ではなくて，先ほどの武田さんの事例報告の件でもありましたけれども，社会全体

でやっていくという視点も非常に必要になってくると思うのですけれども，その辺

りについては，どうお考えでしょうか。 

（色川） 先ほど，ちょっと話させていただくときにお話ししたと思いますが，社

会全体では，これまでも，ある程度やってきているところは多いのですね。ただ，

それを大変な数をやっているところと，そうでもないところという，大きな格差が

あり，自治体によって，やはり，そのような意味では，蓄積の度合いがかなり違う
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だろうというように理解しています。 

 恐らく，その原因は，先ほど川口審議官がおっしゃっていたように，平成に入っ

てから１度盛り上がった時期があったのですね。そのときに波に乗れたところと，

乗れないところがあったのだと思うのです。乗れたところは着実に成長したのです

ね。とても頑張って，今でも実績を残しています。そうでないところは，やはり，

また一からのスタートになっているという面があるのでしょう。 

 ですから，これから再スタートするところでは，人材を見付けてくる，そのよう

なコーディネーターになる人材を含めて探してくることが，まず第一歩だろうとい

うように理解しています。 

（川口） 「自主」「自立」という言葉が，よくいわれます。消費者教育は，やはり，

自分が自分の生活に対して主人になる，主人公になる，ということが基本的考え方

だと思います。また，社会に対しても主人公になる，客体ではなく主体になる，そ

のような考え方が，消費者市民社会になると，なお一層出てきていると思います。

そこを基本に，自立支援ということで，その考え方を更に発展してどうかというこ

とですが，人生で自分は何を大切にしているのかということです。先ほどの島田先

生の 28 ページの資料を見ますと，結構，環境のことや社会に関わることも，知らず

知らずといいますか，多くの人が大切にしているわけですね。 

 ですから，単に所得が増える，安いものを買う，ということだけを大切にしてい

るわけではありません。そのような自らの価値観を自覚して，それを消費行動によ

って実現していくのです。そこには，知識と技術と能力が必要になると思います。

そのようなことを実現したいと思っても，実現できない人がほとんどでありますの

で，少しでもその実現力を持つ，そのような主体になれる，そのために必要な知識・

判断力・交渉力を養っていくということだと思います。 

 一方，「消費者は多様である，消費者の特性は様々である」ということが，消費者

教育推進法の，あるいは基本方針のいろいろなところに出てまいります。年齢はも

ちろん，性別，障害の有無，知識の量，就業形態，居住形態，時間的余裕，経済的

自立，忙しい，お金がない，年を取っている，判断力がだんだん加齢で衰えていく

等々，いろいろあります。そのような中で，「消費者市民社会とは消費者の特性，生

活の多様性を相互に尊重するのだ」ということが，しっかり書かれているところで

ありますし，消費者教育を進めていく際にも，その多様な特性について配慮してい

くのだということがあります。 

 先ほど，大変優れた地域ネットワーク，もうモデルのような，といってもよいか

とは思いますが，それを実践しているお話がありました。高齢者や障害者など，生

活支援が必要な方に対してしっかり見守っていく，これも消費者市民社会の重要な
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要素であるというように思っています。そのことと，自分が人生・社会の主役にな

っていく，そのような意味での自立ということは，決して矛盾することではなく，

むしろ同じことではないかと思っているところでございます。 

（靏岡） ありがとうございました。 

 色川さんに少しお伺いしたいのですけれども，色川さんは，推進法が制定される前

の消費者教育推進会議にご参加されたということでして，消費者市民社会における

自己責任論について議論が，結構，盛況にされたと聞いているのですけれども，色

川さん自身はこの関係について，どのようにお考えなのでしょうか。 

（色川） はい。そのときには，私はほとんど発言せず，静かにしていました。「自

立」という言葉がよく出てくるのですけれども，自立するためには自立できるだけ

の環境が必要で，消費者と事業者との間には，消費者基本法を読めば冒頭に書かれ

てあるとおり，大きな格差が存在しますので，この大きな格差の存在がなくならな

い限り，消費者に対して，事業者あるいは行政が消費者に自立を要請することは，

不可能だろうと思っています。別の言い方をすると，消費者教育とは，そのような

格差を縮めるための手段でもあるわけですね。 

 そうすると，大きな格差があるわけですから，事業者に対抗できるような消費者

の自立を求めたければ，格差の是正に見合うような消費者教育が必要だということ

になります。それだけの消費者教育が，今，現実にあるかといいますと，このよう

な議論をしているとおり，なかなかマイナーで，いま一つ，学校現場あるいは地域

でも，取り組まれているところがなかなかないのです。やっているところはありま

すけれども，全体として見れば，まだまだ足りないだろうといわれている現状です。

ですから，そのようなことを考えますと，まず，やはり，自立や何とかという段階

ではなくて，むしろ，そのようなことに見合うような消費者教育を，まず用意すべ

きだというように考えています。 

（岩﨑） ありがとうございました。 

 日弁連でのこの点の考え方について，島田さん，お願いできますでしょうか。 

（島田） はい。私の資料で，スライドの方の 81 分の 27 のところの，「個人的な消

費観」と「社会的な消費観」というところで書きました。あまりご説明しなかった

ところですけれども，やはり，これまでの「私が私のために消費をする。その責任

は，私が負う」ということではなくて，「私というのは，社会の中で様々な影響を受

けながら，社会に様々な影響を与えながら消費をしている」というときに，「では，

自己責任とは一体何なのだろうか」ということ，それは，やはり社会的責任という

ことであって，自己責任とは違うのではないか，ということが一つあるのだろうと

いうように思います。ですので，人は，様々に社会に影響を受けながら，そして社
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会に支えられながら生きているのだということ，そして，そのことを自覚して，そ

の社会システムを様々に活用しながら生きていく，これが自立ということでありま

して，それと自己責任というものとは全く違うということだろうというように思い

ます。 

 消費者教育推進会議の中では，お手元の資料の 39 ページから 40 ページのところ

に取りまとめがなされております。この 40 ページのところに，下線が引いてありま

すけれども，ここでも，「自己責任につながるものではない」ということを，明確に

指摘しているという経緯もあるところであります。 

 以上です。 

（靏岡） ありがとうございました。 

 そのくだりにつきましては，本日配付いたしました日弁連の「Ｑ＆Ａ消費者教育」

のパンフレットがあると思うのですが，そちらの方にも日弁連の見解が書いてあり

ますので，ぜひ，ご参考にしていただければと思います。 

 今，「自主」「自立」という言葉が出てきましたが，神村さんに少しお伺いしたい

のです。例えば地方の方に行くと，高齢者しか住んでいないような山岳地域のよう

なところがあると思うのですけれども，そのような地域で消費者教育を行っていく

ということは，非常に大変ではないかという意識もありますし，教育だけで簡単に

消費者被害を防ぐことができるのかと，そのような心配もあるかと思います。その

ような問題意識などがありましたら，お願いしたいのですけれども，よろしくお願

いいたします。 

（神村） 配付資料の 61 ページを，ご覧いただきたいと思います。これは，市・町

を含めておりません。県の県民生活センター，いわゆる消費生活センターでの消費

生活相談の受付状況ですが，先ほどのスライドの中にもありましたとおり，相談の

うち高齢者の占める割合が非常に増加しております。先ほどのお話にありましたと

おり，高齢化率の上昇と比べても，それ以上に高齢者の相談が増えている状況です。 

 一つの例を言いますと，最近は健康食品の送り付け商法が急増しておりまして，

本県の場合も，本年度に入ってからだけでも，３件の事業者に対して特商法による

処分を行ったところです。その事例におきましても，相談者が本人ではなくて，家

族や見守り者的な方からの相談が，ほかの相談と比べると非常に割合が高くなって

います。当然のことながら，今後も高齢化がどんどん進んでいくわけですので，先

ほど来出ております，いわゆる見守り者的な方に負う部分もあろうかとは思います

が，それだけでは正直，なかなかカバーしきれないのではないかと思います。 

 うちの県の場合，３箇所にあります，県民生活センター単位で，見守りネットワ

ークの構築にも取り組んでおりますし，消費者団体の個別訪問のようなものによる
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注意喚起なども行ってはいるものの，高齢化の割合がどんどん増える中で，正直，

それだけでカバーができるのかということを少し危惧しています。 

 以上です。 

（靏岡） 川口さん，この辺りについては，どのように対策を考えていくか，その

ような考え方などがありましたら，お願いします。 

（川口） はい。今日のシンポジウム全体が，いろいろな要素が散りばめられてい

ると思うのですけれども，消費者教育の基本方針をまとめる議論の経過を振り返り

ながら，お話をしたいと思います。 

 消費者教育の目標として，大きく三つのイメージがあると思います。一つは，「被

害に遭わない消費者」です。二つ目が，「合理的意思決定ができる自立した消費者」

です。それから三つ目が，「より良い市場と社会のために積極的に関与する消費者」

です。三つのめざすべき消費者像が入り交じっていて，消費者教育をやっていらっ

しゃる方も，それぞれ，どれをめざすか，「私は，これではないか」というように，

めざすものがあるのではないかと思います。 

 私は，個人的には，実は，この２番めが大事だというように思っておりました。

ところが，いろいろな議論の中で，三者，この三つのバランスが取れた発展が，そ

れぞれを進めるためにも必要だという議論になってきていると思います。更には，

今日の議論の結果は，まだそこまで至っていないかもしれませんが，「実は，この三

者は同じことなのだ。三位一体である」ということを，このシンポジウムは最後に

結論にしようとしているのかな，と思いながら聞いているわけですが。 

 ただ，今までの議論を振り返り，また，閣議決定の文書にあることは，消費者教

育は，やはり，まず「学ぶ」，そして「気づく」ことです。先ほど，神山先生のお話

にも「気づく」という言葉がいろいろ出てきましたが，「見て」，「聞いて」，「読んで」，

「気づく」，学びながら気づくということが，非常に重要だということです。それか

ら，その気づいた結果を，幸いにして国民は全て消費者なので，気づいたら自分の

生活にこっそり，いや，堂々と「活かす」ことができるわけですね。活かしてみる，

その知識の実用性を自分で試すことができるわけです。そして，活かして，「これは，

いいぞ」ということになったら，人に「伝える」のです。伝えるには，今度は，「見

せて」，「話して」，「書いて」，伝えます。伝えて，少し余力があれば，「見守り」ま

す。余力がなくても，お父さん，お母さんに対しては，当然見守ります。仕事で見

守る人もいます。そのようなところに伝えていけるのだ，ということだと思います。 

 「消費者が担い手だ。担い手は消費者だ」ということですね。消費者が自ら学び，

暮らしに活かし，それを他人に伝え，そして，自立が困難な人々を見守るのです。

この連鎖を作っていくということが，「連携」であります。基本方針には，「連携」
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という言葉が何回も出てきます。１ページに数回出てきますが，結局は，この連携

とは，この連鎖をつないでいくということではないか，時間をかけて繰り返してい

くということではないか，と思います。 

 それで，「学び」，「気づき」，「活かす」ことに成功した人が，「伝える」，良い先生

になれるということですね。神山先生のお話で，「私も知らないことが，いっぱい分

かった」というお言葉がありました。それが，子供たちに伝えるいい先生になれる

ということだと思いますし，それから，相談員で活躍されている武田さんが，立派

な見守りの担い手にもなっているということだと思います。 

 ですから，この連鎖を少しずつ続けていく，三者のバランス，三位一体というこ

とと，「学び，生かし，伝え，見守る」という，この輪を何度も何度も繰り返すので

す。今日，このシンポジウムに来られた方も，気づいたことを帰ってから，周りの

方に伝えていただくということが，大きな力になるのではないかと思いました。 

（靏岡） 今のお話でも分かるとおり，これからは担い手の育成ということと，連

携をいろいろなところで作っていくということが，非常に大きなテーマになってく

ると思うので，まず，その担い手の育成のところについての話を，少し議論してい

きたいと思います。 

 推進法自身は，学校，大学，地域，そのようなところに分けて消費者教育の推進

を行うように定めておりまして，これは，当然，体系的に行うということが前提な

のですけれども，国，地方公共団体について一定の責務を負わせるということがで

きると思います。この責務の内容については，「基本方針では，あまり明確ではない」

という批判も多分あると思うのですが，そこで，まず川口さんに，またお伺いした

いのです。例えば小・中学校，高校というような学校における消費者教育の推進の

ために，教職員の研修方法や教材作りへの取組，あるいは，ほかの支援，そのよう

な方法で，現在考えている，また，既にスタートしているような取組があれば，少

し教えていただきたいと思うのですけれども，その辺をよろしいでしょうか。 

（川口） はい。当然ながら，文部科学省と連携を取りながらやっています。現在

では私が消費者教育に携わり始めた平成３年頃には考えられないぐらい，文科省と

連携をしています。当時は一方的な片想いでしたけれども，最近では二つの局が関

わって学校教育と社会教育をやっています。 

 それにしても，基本的に教職員の方々の指導力向上が必要であることは当然です

し，学習指導要領，これは非常に立派なものになっているわけですが，この意味を

しっかり理解していただく，まず，これが基本だと思います。しかし，先ほど来あ

りますように，先生方は忙しい，授業時間もあまりない，それから，関心がそもそ

も高くない，そのような現状だと思います。授業時間も十分ないというところが，
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事実だと思います。 

 その中で文科省が一生懸命やっていることは，まず，様々な時間を活用していく

という方向感が出ています。国語，算数，理科，社会，英語，このような先生方に

も，あるいは，このような教科と連携して消費者教育を進めていくという方向の試

みが出ていると思います。それから，総合学習，あるいは教科連携，このような方

向での努力，試行，モデル的な努力，方向感での努力が，文科省を中心になされて

いると思います。 

 それから，外部人材の活用ということで，先ほど岐阜の例の紹介がありました。

消費生活センターなどの相談員さんに来ていただくということがありますが，その

他に最近聞いたことは，現役の学校の先生を，逆に消費生活センターなどの職員と

して併任して，自らの学校だけでなく，ほかの学校に出前講座に行ってもらう，そ

のような取組をしている例などもあります。そのようなことも，いろいろな意味で，

その先生自体の研修になります。消費生活センターに頻繁に行くことになります。

先生は，教えながら学ぶということができますし，その先生は教頭クラスらしいの

ですが，結構，外部人材の積極登用に理解のある先生にもなりえます。これは，な

かなか，私は思いつきませんでしたが，現に進んでいる県があります。これは学校

の話です。 

 それからもう一つ，大学です。大学は，教育委員会や文科省などがなかなか言い

にくいところがあって，自主的な取組ということですが，一方，地域ごとの社会教

育との連携は一層，やる気になればできるということだと思います。ですので，連

携・協働に向けた積極的な取組を進めていただくということが基本的な考え方です。 

 そこで，実践事例です。このようなことで実践事例を蓄積して，全国的な協議会

のような場で発表し，それを，指導事例集，あるいは都道府県ごとの教員研修，大

学での教員養成課程につなげていく，そのようなことが基本的に私の理解している

文部科学省の方向感だと思います。 

 それから消費者庁の方でも，このような動きをサポートするということで，消費

者行政部局や消費生活センターが，このような教育行政と連携して，後押しをして

いきます。連携がうまくいかなければ，文科省とよく相談するということです。 

 それから，国民生活センターですね。大きな潜在力もあり，今までの実績もあり，

それから，消費者教育推進法で義務づけられている国民生活センターをもっと活用

していきます。教員向け研修なども現にやっておりますが，そのようなものをどん

どん充実していきます。そのような方向感であろうかと思います。 

（靏岡） ありがとうございました。 

 色川さんが勤務されている静岡大学では，何か，とてもいろいろと具体的な取組
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を行っているというように聞いているのですけれども，少しその辺をご紹介いただ

ければと思うのですが，お願いいたします。 

（色川） はい。取組といいますと，大学の場合は，文部科学省が出している報告

書のとおり，二つ目的があります。一つは，いわば一般の学生向けに消費者として

の教育をするという面と，もう一つは，いわゆる消費者教育の担い手を養成すると

いう面と，二つあると思うのです。 

 私がこれまでやってきたことは，消費者教育の担い手になりそうな学生を養成す

るような，いわば消費者問題をとことん勉強するような専攻を維持・管理してきた

わけです。現在，話を進めているものは，もう一方の方で，一般の消費者としての

大学生の能力を高めるための教育をしようとしています。これは，来年度の授業で

立てる予定ですが，いわゆる一般教養の科目で立てようと思っています。内容とし

て今想定しているものは，いわゆる消費者教育イメージマップの四つの領域を全て

押さえるような内容のものを，大学教員だけではなくて，地元のそれの専門的な機

関等にご協力いただきながら，授業を組み立てられないかという話を，今，進めて

います。 

 ただ，それを私自身やっているとよく分かるのですが，先ほどの神山先生の話も

そうだったと思いますが，なかなか，いわゆるコーディネートが大変だということ

が正直なところです。 

（靏岡） ありがとうございました。今のお話は，学校，大学のような，いわゆる

教育機関での担い手の育成ということだと思います。先ほどの川口さんからも，い

わゆる消費生活相談員さんを活用するという話もあったと思うのですけれども，実

際，推進法や基本方針によると，国民生活センター，各地にある消費生活センター

が，消費者教育の中心的な役割を担っている，拠点としての役割を担ってきている

ことになっておりますし，コーディネーターとしての役割を果たすということが期

待されているのです。 

 地方消費者行政の現場にいる神村さんに少しお伺いしたいのですけれども，今ま

で静岡の消費生活センターが行ってきた消費者教育の取組があれば，ご紹介いただ

きたいです。あと，消費生活センターが，これからコーディネーター，そのような

中心的な役割を担っていくことについての課題や懸念がありましたら，ぜひ，お話

しいただきたいのですけれども。 

（神村） 消費生活センターというリクエストでしたけれども，それ以外も少し含

めて，お話をいたします。資料の 62 ページにありますけれども，本県の場合は，消

費者教育推進法の施行を受けまして，今年度から，「くらしのリーダー養成講座」と

いう，消費者教育の担い手の育成事業を実施し始めました。従来の契約等の関係に
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加えまして，今回は，消費者市民社会についても勉強していただくようにカリキュ

ラムを組んでいるところです。 

 また，過去から「くらしのサポーター養成講座」というものもやっておりました

ので，これらの講座を受講した人材についても，今後活用していかなければならな

いと思っております。 

 更に，現在，消費者行政活性化基金，来年度以降どうなるかはちょっと不透明な

のですが，これを使いまして，62 ページの下の方の資料になりますけれども，子供

たちが主体的に取り組む事業や，大学生に自ら消費者教育の教材を作成していただ

く，あるいは，子育て世代が教材作成に関わる事業，このようなものをコンペ方式

で提案を受けまして，今年度，モデル的に事業を実施しております。このような事

業を通じまして，担い手の育成にもつなげていきたいと思っております。 

 それから，県民生活センター，消費生活センターでは，昨年度は，大体，年間１

万人ほどの，いわゆる出前講座を実施しています。それから，法が施行されたこと

に伴いまして，県民生活センターでは，市・町の教育委員会を訪問して，出前講座

の新規開拓，あるいは，地元にある私立の大学に対してアクションを起こして，出

前講座の実施なども働きかけをしているところです。 

 それから，63 ページの資料の方は，「消費者教育の現状」ということでまとめた

ものです。あとから，研究会の活動の関係についても少し報告いたしますけれども，

その一連の流れで調べたものです。「環境教育」から「その他」まで含めますと，県

庁内の各所属においても 41 ほど，いわゆる消費者教育に関連しそうな事業というも

のがありました。これらについて，今後，消費者教育との関係といいましょうか，

このようなものを明確化していくということが必要ではないかと考えています。 

 次に，消費生活センターの関係です。基本方針の中でも非常に，拠点化やコーデ

ィネート役というように，消費生活センターに非常に期待が高まっているわけなの

ですが，消費生活センターでも，やはり得意・不得意な分野がございます。当然で

すけれども，「トラブル対応」や「商品の安全性，生活設計」，このようなものに関

しては得意な分野であるわけです。しかし，「消費者市民社会」というものに関して

は，正直，職員の体制を少しご紹介しますと，県内には県民生活センターが３箇所

ありますが，１センター当たりの消費の関係の担当職員は，正規職員が３，相談員

が３，不当取引指導員が２という状況です。ですから，人員的にも非常に厳しい状

況であります。これに加えて，この消費者教育推進法の関係について，どこまで現

体制でやっていけるのかということで，現在，その検討を進めているという状況で

す。 

 それから，64 ページの方ですが，考えうるものということで，少し例で書いてみ
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ました。地域の情報拠点として，消費生活センターには，人材，教材，手法，それ

から，最新の素材，いわゆる相談事例というものが集まるわけですから，このよう

なものをもっともっと積極的に集めていく仕組みということを，考えなければいけ

ないということです。その際には，国におけるポータルサイト，あるいは，先ほど

少しご紹介しました，関係部局，市・町との関係についても，やはり整理をしなけ

ればいけない。それから，消費生活相談員に多様な主体とのコーディネートを，ど

こまで委ねていくのかということです。 

 いずれにしても，様々な課題がありますけれども，消費者教育は多様な主体の連

携なくして推進することはできません。ただし，予算，人員にも限りがありますの

で，優先順位を含めて，今後検討していかなければいけないと思っております。 

 以上です。 

（靏岡） ありがとうございました。 

 今言ったように，消費生活センターにいろいろな役割が与えられるということな

のですが，出ていたとおり，一番，人員や予算の問題が非常に大きな壁になってく

るのではないかということが予想されます。 

 そこで，川口さんにお伺いしたいのですけれども，例えば今言ったような各消費

生活センターを支援する具体的な策は，予算の面などで，今までですと活性化基金

などがあるのですけれども，そのようなものがうまく使えないかというところで，

何かありますでしょうか。 

（川口） 予算面というところは，直ちにということもありますが，ここは中期的

に取り組んでいかなくてはいけないことですので，「消費生活センターは，どのよう

なことをしてもらうのか」という議論をもう少し深めて，また，そのあるべき姿が

見えてきたところで，はっきりしたところで，更にその必要な支援をしていくとい

うことではないかと思います。現時点では，消費者教育推進会議の中で消費生活セ

ンターについて，消費者教育の拠点である，あるいは担い手育成の拠点であるとい

うことの意味を，もっと議論していただくべきというように思っております。 

 それで，現状で得意・不得意があるということはもちろんですが，もっと潜在力

もあるということだと思います。それで，閣議決定の中に「消費者教育の担い手育

成の拠点とする」ということが入っているということだと思います。 

 消費者教育の拠点という意味では，消費者教育は広いですし，消費者に関する情

報が蓄積されているわけですし，相談員さんは日々，具体的な問題について相談を

受けて問題を解決し，いわば情報を学んで活かすということを繰り返しているわけ

ですから，出前講座を行うという非常に立派な担い手の相談員さんがいらっしゃい

ます。午前に相談を受けて，午後に出前講座を行うのです。出前講座に行けば，そ
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こで，「自分は，実は被害に遭っている」ということを，聞いた人が気づく，聞いた

人がまた周りの見守りの担い手になる，そのようなきっかけになるということだと

思います。 

 それで，相談員以外の消費者教育の担い手とはどのような人なのかというイメー

ジは，先ほどの武田さんのご説明資料の 47 ページ以降で言えば，47 ページの，ま

さにこの４番め，「砥部町の見守りネットワーク」というところに書いてある方，こ

れは皆さん，見守りの消費者教育の担い手の候補者ということだと思います。 

 それで，48 ページ以降ですと，三つの事例がそれぞれありましたけれども，それ

ぞれの見守りの方々，見守りの事例２であれば民生児童委員さんが「見守り者」と

書いてありますね。それから，事例３ですと，地域包括支援センターの介護支援専

門員，看護師，このような方々に，見守りということを少し広げて，消費者教育の

担い手になっていただければと，そのような思いがあるわけです。 

 今は，気づいてセンターにつないでいただく，そのような役割を果たしているの

だと思いますが，もう一歩進んで，消費者教育の担い手になっていただくのです。

そのようなときに，やはり担い手育成の拠点はどこかといいますと，潜在力として

消費生活センターだろうということですね。そのうえで，その消費生活センターを

支援するということを，しっかりやっていかなくてはいけないので，その役割は，

基本的には国民生活センターだろうということです。いろいろ相談員としての人材

養成プログラム，今までプログラムを立てて実践してきたので，それを相談員とい

うよりは，もっと見守りの，消費者教育の担い手を相談員だけではなくてもっと広

げていくというときも，国民生活センターが重要だろうと思っているところでござ

います。 

（岩﨑） ありがとうございました。 

 途中ですが，ただいま会場で質問用紙を集めておりますので，ご質問がございま

したらボックスの方にお願いいたします。 

 先ほど，「センターの方が拠点になる」というお話がございました。島田さんにお

伺いしますが，消費生活センターが中心になるということについて，留意するべき

点などがございましたら，お願いいたします。 

（島田） はい。現状では，やはり，消費生活センターの皆さんは大変な中で，「こ

れ以上，消費者教育はできないよ」という声は，非常に強いものとしてあるという

ことは，私も聞き及んでおります。 

 この問題はなかなか悩ましいところがあって，やはり地方財政の中で，しっかり

とここを位置付けていただかなければならない，というところはもちろんあるわけ

です。では，どのようにこの地方財政の中での消費者行政の位置付けを高めていく
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のかということ，それは，まさに，モデルとしては，この静岡のような，消費者行

政，教育をしっかりやることによって地域経済を活性化していくのだというような

方向を，やはり，きっちりと打ち出していく，そのためのモデルを幾つか地方で作

っていくということが，一番大事だろうというように思うことが１点であります。 

 それからもう一つ，消費者教育のセンターとして消費生活センターを位置付ける

場合に，先ほどのご報告にありましたように，学校との連携がうまくいく場合とい

かない場合とが，どうしてもあるわけですね。先ほどの岐阜のご報告の中で，校長

先生からアドバイスがありました。どこの場面で相談員さんに登場してもらうのか

ということを，きちんと配慮しないと，なかなかうまくいかないというところがあ

るわけで，その辺りをうまく調整する，それを先生ができればいいのですけれども，

場合によっては大学が一つの拠点になって，そのような授業のあり方を皆で研究し

ていく，あるいは別に研究会を立ち上げる，そのような形が考えられるかというよ

うに思います。 

 先ほど，私の報告の中で少しご紹介しましたが，消費者庁が発行しています事例

集の中には，大学がかんで非常にうまくいっている例が幾つか紹介されております

ので，参考になるのではないかというように思います。 

 以上です。 

（靏岡） ありがとうございました。 

 消費生活相談員の問題についてはいろいろありまして，多くが非常勤職員である

というような，この消費者教育に関わる問題だけではないと思いますので，その辺

も継続的に議論していかなければいけないものではないかというようには考えてお

ります。 

 そこで，今，多様な担い手がいるという中で，それがばらばらであっても仕方が

ないということです。先ほど来，「連携」という言葉が非常に出ておりますが，これ

からの消費者教育は，学校だけではなく，やはり地域社会でも実践していく必要が

あります。その主体として消費者教育推進法は，国，地方公共団体，消費者団体，

事業者団体等，多様な主体を予定しているところであります。 

 先ほども講演でありましたが，色川さんにお伺いしたいのですけれども，この多

様な主体が連携してうまくいく，その取組について，その方法，注意点のようなも

のがありましたら，先ほどの繰り返しになるかもしれませんけれども，大事なとこ

ろですので，よろしくお願いいたします。 

（色川） 何をもってうまくいっているかというのは非常に難しいところで，地域

によって確かにやっているところもあるのですが，なかなか評価は難しいところが

あると思っています。 
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 やはり，大事なことは，あまり力まないというのでしょうか。あまり力んでやる

と，ちょっと挫折しただけでも，もうやめたくなってしまうので，何といいますか，

ある程度人のつながりをうまく使いながら，このようなことを，よく「雪だるま式」

などという言い方をするのですけれども，雪だるまのように転がっていって，大き

な輪にする，力にするという方法が必要だろうと思います。 

 私はもともと静岡の人間ではないのですが，静岡に行ってもう十七八年になりま

す。地方都市のおもしろいところは，結構，意外と知らないところで人がつながっ

ているのです。それは，私がたまたま知っている人がいて，その人に何気なく別の

話をしたら，「あ，あの人，知ってるよ」という話をすることがあるのです。やはり，

東京とは違い，地方は，そのようなつながりが結構あったりすることがあるのです

ね。ですから，やはり，いろいろな方にいろいろな話をして，最終的に結びつける

という方法を取れるのではないかと思っています。 

 もう一つ申し上げたいことは，静岡市で，去年ですか，中学校の家庭科向け教材

を作ったのですね。そのときに相談員さんが参加していたのですが，いみじくも言

ったことは，「私が教えたいことと学校で教えなければいけないことは，かなりずれ

ていた。だから，そのような意味では，すごく勉強をした」という言い方をされて

いたのです。やはり，一つのプロジェクトを立ち上げて，いろいろな人にそれに一

緒に参加してもらって，その中でお互いに勉強し合うということをやると，意味が

あるといいますか，何もないよりは進みやすいのではないか，というようには思っ

ています。 

（靏岡） ありがとうございました。 

 今，静岡市の話が出ていたのですけれども，神村さんにお伺いします。静岡県で

は，「ふじのくに消費教育研究会」という教育研究会を立ち上げておりまして，その

ような取組なども連携作りのうえでは非常に役に立つかと思いますので，その研究

会について，少しお話しいただけませんでしょうか。 

（神村） それでは，資料の 64 ページの下段から，ご覧ください。 

 本県では，消費者教育推進法が成立しましたら直ちに計画を策定できるように準

備行為として本県の消費者教育のあり方を検討してもらう「ふじのくに消費教育研

究会」というものを立ち上げました。座長には椙山女学園大学の東先生，それから，

学識としては消費者教育支援センターの柿野さんをお迎えいたしました。お２人と

も本県にゆかりのある方で，非常によくしていただきました。この研究会の委員に

は，その資料にもありますとおり，法曹関係，金融広報委員会，消費者団体，労働

者団体，事業者団体，そして教育委員会は，当時は学校教育課と社会教育課の指導

主事の方に参加を依頼いたしまして，24 年の９月から発足しました。 
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 資料 65 ページの上にあるとおり，研究会から最終的に本県の消費者教育のあり方

について報告書をいただくということを考えました。研究会での主な検討項目とし

ては，そのページの下段の方にありますが，「目指す姿，目標」，それから「消費教

育の体系化」，「県内の取組み状況」，あと，研究会からの提案となります静岡県にお

ける消費者教育の推進に向けてということで作っていただきました。 

 それで，県としてのこだわりなのですけれども，県の計画に，いかに静岡県らし

さを入れるかということを考えました。65 ページの下の方にありますが，本県は，

ご存じのとおり，防災先進県ということもありますし，それから，農林水産業や製

造業などの経済活動が活発なものづくりの県でもありますので，この二つの分野の

取組が総合計画の重点施策ということになっております。 

 そのために，66 ページのとおりイメージマップの対象領域に，この二つの視点を

取り入れました。「消費者市民社会の構築」というところには，「モノの使い方を理

解し，大切にする心」を，それから，ウの「生活の管理と契約」というところには，

「災害時に適切な消費行動を取れる力を」ということを入れました。 

 それをイメージマップとして落としたものが，67 ページの図です。それから，67

ページの下のとおりイメージマップにつきましては，本県の消費者教育の現状把握

にも活用いたしました。行政や各団体の既存の取組状況を，ライフステージ，対象

領域に落とし込みをしまして，取組が不足している部分はどこなのだろうという洗

い出しをいたしました。その資料では，四角の囲みが取り組まれているところです。

ひし形のところが，不足している，あるいは，今後取組が必要と感じているところ

の例です。 

 68 ページを見てください。これは重点領域別です。やはり「消費者市民社会の構

築」という領域が，現在，関連した取組が少ないという状況です。それから，その

際には，県内 5,000 社の事業所に対しても取組状況の調査をいたしました。その結

果，事業所の 14.8％が社外に対する消費者教育を実施していることが分かったので

すが，この際，事業者は「消費者＝顧客」という考え方，あるいは，消費者教育に

理解が不足しているということが分かり，まだまだ周知が必要だと思いました。 

 それで，69 ページの上段ですが，これが３月に研究会からいただいた報告書の概

要です。研究会では，先ほど言いました二つの本県独自の目標設定に賛同いただい

たこと，それから，各主体の役割への期待が述べられたこと，県民生活センターに

は，基本方針にもありますとおり，消費者教育の情報拠点としてのニーズ把握等々

の役割が期待されています。それから，県に対しましては，担い手，あるいは教育

委員会などの連携が重要だという報告をいただき，現在，計画策定に反映されるよ

う作業しているという状況です。 
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 以上です。 

（靏岡） ありがとうございました。 

 今の教育研究会のように，いろいろな団体がまず集まるということが，まず非常

に肝心なことだというように思います。先ほどの色川さんの講演の中でもありまし

たように，消費者教育の実践まで，かなり時間がかかるということがあるのですけ

れども，まず，このような連携をしないことには，ものが始まらないということは，

皆さん，ご認識いただけたかというように思います。 

 そのうえで，今回の消費者教育推進法の中には，一つ，今まで消費者事件を扱っ

てきた弁護士さんや消費者団体の方からすると，少し異質な主体が入っているとい

うところがあると思います。それは，消費者教育の推進に当たって，「事業者等」と

いう言葉が入っているということで，そこで非常に違和感を感じられる方もいらっ

しゃると思います。今回，どのような疑問があるかといいますと，「業者にとって都

合のいいことばかり教えてしまうのではないか」と，そのような懸念があると思い

ます。 

 そこで，川口さんにお伺いしたいのですけれども，消費者教育推進法が事業者団

体に対して期待している役割，理想的な支援のあり方などについて，お考えがあれ

ば，お話しいただきたいと思います。 

（川口） 法の解釈等は，まだ議論が続いているところだと思いますので，私見を

申し上げたいと思います。基本的に消費者問題とは，消費者と事業者との間では，

情報力・交渉力の格差があるということだと思います。では，事業者は，定義上，

同種の行為を反復・継続しているということです。それが知識・交渉力の格差にな

っている，ということだと思います。 

 ですから，この情報を消費者の方に移してもらえば大変いいことなのですね。情

報力，交渉力，格差を埋めるという重要な宝の宝庫になっていると思います。そし

て，事業者も個々の人は消費者ということですので，事業者のこの情報を消費者の

方にいかに広く均霑
てん

するかということだと思います。 

 具体的には，出前講座をやっていただく，展示をやっていただく，教材を作成す

る，事業によって得られた情報を消費者に分かりやすく伝える，このようなことを

事業者の方にやっていただきたいと思っております。また，実践しているところも

あります。意欲があるところもあります。 

 ただ，いろいろ消費者問題に取り組んでいらっしゃる方の方にアレルギーがある

場合もあります。それから，教育現場にもアレルギーがあります。ですから，私ど

もは，行政は，このような事業者の取組をいかに行政につなげるか，あるいは教育

現場につなげるか，ここを少しずつ着実に進めていくという役割を持っているので
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はないか，というように思っております。 

 それから，基本方針では，「従業員研修ということも事業者の重要な役割だ」とい

うことが書いてあります。ただ，推進会議では，事業者の代表の方は皆さん，「従業

員研修よりも，やはり，お客様への情報発信，こちらが大事だ」ということを強調

されたことが印象的でした。 

 それから，今日の先ほどの神山先生の話を聞いていて思いついたことです。消費

者市民社会を築くうえで事業者は何ができるかということですが，「お客様の声に対

応して，ペットボトルのデザインを変えました」，ラップに刃物がついていますが，

これを，「お客様の声に対応して，刃物をもっと安全なものに変えました」，そのよ

うなことを企業の方は，今，やっていらっしゃるわけです。「お客様の声で，消費者

の声で企業は変わっているのだ，製品は変わっているのだ」ということがあれば，

それをＰＲしていただくということが，「消費者の選択あるいは消費者の声が，いか

に事業者あるいは製品サービスを変えるのだ」ということを実感する具体的な例を

提供していただくという意味で，いいのではないかというように，これは，私の気

づき，思いつきです。そのようなことがあります。 

 更に，法律では「援助」ということが書いてあるのです。これは，事業者団体の

人も，「どうしたものか」というように，いろいろ困っていらっしゃるようですが，

今，消費者教育を行うような公益法人等の賛助会員になる例は，たくさんあります。

いろいろ，そのようなことを通じて支援していただくということは，大変有意義で

はないかというように思っております。 

 総じて言えば，「もっと事業者を活用しよう」ということを，お願いしたいと思い

ます。 

（岩﨑） ありがとうございました。 

 島田さん，この事業者が主体となるということについて，日弁連の考え方などが

ありましたら，お話しいただけますでしょうか。 

（島田） 今ほどの川口審議官のお話にも出ておりましたけれども，やはり，どう

しても個々の事業者の商品宣伝のようになってしまうところがあって難しいなとい

うところは，事業者自身も，いつも悩んでおられるわけです。事業者の消費者教育

を担当している団体としてＡＣＡＰという団体がありまして，そこには教材のガイ

ドラインも作っていただいていますけれども，そこのところにしても，なかなか，

そこの壁がどうしてもあってというところで，それをどのようにしていくかという

ことです。 

 今ほどの川口審議官のお話にありましたような，消費者の声によって商品がどの

ように変わるかというところですね。個々の事業者だけということではなくて，団
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体でまとめて教材を作る，あるいは，持続可能な商品生産に向けて，事業者として

どのような取組があるかということを，業界全体で教材化して，そして学校で使っ

てもらうというような形ですね。やはり，個々の事業者が，「うちは，こんなことや

ってます」というところは，確かに宝庫ではあるのですけれども，どうしても商品

宣伝というところに結びつきやすくて，なかなか，そこをうまく調整することが難

しいのです。やはり，やるとしたら，業界がまとまって，あるいは，複数の業界で

横断的にというようなところが，学校としては使いやすいのではないか，というよ

うなところが考えられると思います。 

（靏岡） ありがとうございました。 

 今までの消費者教育といいますと，本当に，それこそ被害救済のためということ

で，事業者に対して，皆さん，非常にアレルギーを持ったというところがあると思

うのです。けれども，今，川口さん，島田さんがおっしゃったとおり，これからは

事業者団体等も，いろいろな情報提供を通じたり，公益団体を通じて援助を通じた

りしながら消費者教育に関わっていくのだということです。そのような意味では，

本当に皆が消費者教育の主体になっていくのだということを，今回のシンポジウム

を通じて，ご理解いただければというように考えております。 

 そこで，今回，先ほど，武田さん，神山さんから実践例の報告をいただきました

が，それを見ての感想ということで，少し色川さんにお伺いしたいのです。まず，

色川さんは，先ほどの神山さんの事例報告を見て，どのようなことを思いましたか

ということと，このような事業を続けていくためにはどのような支援が周りで必要

なのか，ということを教えていただければと思います。 

（色川） はい。神山先生の実践は，とても素晴らしいと思って見ておりました。

先ほどから出ていますが，いわゆるコーディネーター役を先生自らがやられている

というところですよね。それでご苦労されて，６年ぐらい前からやられているとい

うことは，ずっと，ある程度，相談員の方とやり取りしながら，話を詰めていって，

今の状態になったのだろうということが分かります。 

 それで，内容を見ていますと，恐らく，相談員さんは，この内容ではなくて，も

っと別の内容をやりたいと言っていたのではないかという想像がつきます。これは，

多分，先生の方で学習指導要領に合わせた形に何とか持っていったのではないかと

いう努力が見えて，そのような意味では非常に素晴らしいものだなと思って感心し

ました。 

 やっていただきたいことが一つあります。せっかく，このように自分でコーディ

ネートして，このような実践をやられたわけですので，できれば，この報告という

のですか，この結びつきのプロセスで何か一般化できるところがあれば，ぜひ紹介
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していただきたいのです。どうすれば，うまく相談員さんとのずれを調整して，こ

こまで持っていけるかというところを，報告書でも論文でも結構ですけれども，何

かそのようなものにまとめていただけると，非常にありがたいし，ほかの地域にも

参考になるだろうというように思いました。 

 そのような意味では，大変素晴らしいものだと思いました。 

（靏岡） ありがとうございます。 

 日弁連のシンポジウムでは，過去にも，いろいろ，学校や大学での教育の実践例

というものをやってきたのですが，今回初めて，社会教育というのですか，「地域の

中で，このような事例がありますよ」というものを，武田さんに報告していただき

ました。 

 島田さん，今の武田さんの報告を聞いて，「このようなことを，どんどん役立てて

いってほしい」というようなことがありましたら，ぜひ一言お願いいたします。 

 

（島田） はい。大変素晴らしい実践例で，地域で本当に様々な立場の方が密接に

連携を取り合って，お年寄りを守るのだというところがしっかりなされているとい

うことが，本当に素晴らしいなというように感じました。 

 一つ思いますことは，やはり，お年寄りを守るということを，皆さんが，多分，

喜びとしてつながっているのではないかということです。そこの喜びのつながりの

ようなものが，この例を通して，もっとほかの地域にも広がっていけば，きっと，

どんどん全国的にも良くなっていくのではないかというように思います。そのよう

なことを示す例として本当に素晴らしいし，ぜひ，これも，全国的にも，もっとも

っと情報として広げていっていただきたいというように思いました。 

 以上です。 

（靏岡） ありがとうございました。 

 川口さん，何か今日の感想はありますでしょうか。 

（川口） 消費者庁自身は，実践があまり得意とはいえないと思うのですね。です

から，私どもができることは，たくさんの実践を集めるということです。それから，

幸い，国ですと，いろいろな方とおつき合いすることがありますので，先ほど色川

先生がおっしゃっていましたが，いろいろな人にいろいろな話をする，いろいろな

出会いを，「この人とこの人が出会うと，いいことがあるのではないか」と思う人に

ご紹介して，ぜひ会ってもらうのです。そのようなことをすると，大体うまくいっ

ています。知らないうちに，その方たちどうしがどんどん深いつき合いをされて，

いつの間にか，紹介した私のことは，もう忘れているということがあります。今度，

その人に，逆に紹介されたりしたこともありますけれども，いろいろな出会いを作
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っていくということだと思います。 

 それからもう一つは，実践の情報を分かりやすく提供していくということだと思

います。実践例という冊子を出しておりますが，その他に，日常的に皆さんが作る

実践集は，皆さん，ご出席の方はほとんどの方がご存じだと思いますけれども，消

費者教育ポータルサイトを充実していく，利用しやすいものにしていくということ

だと思います。今，月に大体 100 万件ぐらいのアクセスがあるということでありま

す。今，消費者教育の体系，イメージマップというもののバージョン 1.0 というも

のを作りましたので，この体系に沿って，マトリクス状のこのマトリクスの分類に

合わせて，様々な実践や教材を検索するということもできるようにしております。

担い手と対象者と分野ですね。このどこからでも検索できるというようにしており

ますので，まさに実践のときに参考にしていただけますし，また，実践して作られ

た教材は，ここにリンクを貼るということで，皆さんが作った実践です。消費者教

育は，やはり実践の積み重ねだと思いますので，これを継続的につなげるために，

どんどん雪だるまにしていくというイメージという意味で，ポータルサイトをどん

どん活用していただいて，皆さんが作った成果を消費者庁のポータルサイトで分か

りやすく提供していく，そのような仕事をしていきたいというように思います。 

（岩﨑） ありがとうございました。 

 本日のお話に関しまして，会場の方から，ご質問をいただいております。そちら

のお答えをお願いしたいと思うのですが。まず川口さん，「教科として家庭科以外に

情報や社会，ネットＩＴの教員を巻き込んで取り組むべきと思いますが，特に文科

省は，そこを意識して教科にどう取り込んでいくのか，計画・方針の見通しが分か

れば教えていただきたい」ということなのですが，いかがでしょうか。 

（川口） いろいろな科目を取り込むべきということは，そのとおりだと思います。

それから，学習指導要領自体が，「生きる力」ということが全体を貫いていると思い

ますので，それは家庭科や社会科だけではない，各科目で生きる力ということで，

いろいろなところに反映しているのではないかというように思います。文科省が，

「消費者教育×情報，ネット，ＩＴ」というところで，どのような見解かというこ

とは，直接聞いたことがないのですけれども，「生きる力」という広い意味での消費

者教育がめざすべき方向は各科に浸透しているので，そのようなことを真剣に各科

の科目の先生方に取り組んでいただければ，消費者教育との連携ということが進ん

でいくのではないかというように思います。 

 私見を申し上げればということなのですが，家庭科の先生，社会科の先生には非

常に熱心な方がいらっしゃいますけれども，やはり，国語の先生も数学の先生も英

語の先生も，皆，消費者なので，その人たちに，「消費者教育は面白いのだ，役に立
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つのだ」，「あなたの生活に役に立ちます」ということに気づいてもらうということ

が，非常に重要なことだと思います。そして，その先生に自分のできる範囲で消費

者教育をやっていただくのです。これは，やる余地があると思いますね。私の中学

の国語の先生は，教科書を開かずに，ずっとお話をして，１時間も２時間も３時間

も，ずっと何だか分からない雑談をして国語の授業をしました。という感じでした。

消費生活センターへの相談，事業者との交渉の仕方も，国語の時間になると思いま

す。英語などは，もう無限に教材があると思います。数学の練習問題も，先生がオ

リジナルで消費者教育の問題を作るということもできると思います。ですので，先

生方が楽しみながら各科目に消費者教育を広げていく運動が，いろいろなところで

起きればというように，かねがね思っているところであります。 

 先ほど，神山先生が，「職員の人にも聞いてみました」ということを，ちらりとお

っしゃっていましたが，非常に重要なことで，自分だけではなくて周りを巻き込ん

でいくということですね。そのような一歩から仲間を広げていけるのではないかと

思いますので，ぜひ，お願いしたいと思います。 

（岩﨑） ありがとうございました。 

 次に，島田さんにお伺いします。「『消費者市民社会』や『持続可能な社会』とな

ると地球単位の世界の話に聞こえるので，それと併せて，身近な日常の暮らしとの

関連性を常に意識しないと，市民には広がっていかないのではないか。特に『持続

可能な』というところの意味が分かりにくいのだが，どうでしょうか」というよう

な質問がありますが，いかがでしょうか。 

（島田） まさにおっしゃるとおりでありまして，「そもそも地域単位の問題，そし

て身近な問題というものが，実は世界につながっているのだよ」というところが一

番のみそ，というところかなというように思っています。 

 要するに，無駄なエネルギーや資源の消費を減らしていく場合に，やはり，地域

でうまく経済を回していく，地域でいろいろなものを循環させていくという，地域

循環型の経済をどう作っていくかというところが中心になってきます。ですので，

「そのような身近な問題として，やはり消費者が考えることがあるのだ」というこ

とをしっかり伝えながら，同時に，「それが地球の問題につながっているのだ」と，

よく「Think globally, act locally」といいますけれども，まさに，そのような視

点で消費者教育にも取り組むべきということなのだろうというように思います。 

（靏岡） ありがとうございました。 

 大阪会場からお一方，野々山宏さんという方から意見表明がありますので，ご紹

介させていただきます。 

 １番めとして，「不公正な事業者と取引しない。環境，人，地域に優しい商品を選



 60

択するということは大切だが，選択の基礎となる情報を誰がどのように発信するか

が重要だ。それは消費者団体とかが担っていかなければならないと思う」。 

 ２点めとしまして，「相談者の方の職務と，被害に遭わないではなく，社会に貢献

する消費行動に積極的に関わっていく力を育てる消費者教育の主体となることとの

関係が，まだ十分に構築されていないではないか。その中で岐阜の例は，非常に良

いと思う」。そのようなご意見をいただきました。ありがとうございました。 

 そこで，最後に，消費者教育推進法が定められて，消費者教育をどう進めていく

かという今後の展望，抱負などがございましたら，もう最後なので，お１人３分程

度ずつお願いしたいと思います。では，まず川口さん，よろしくお願いいたします。 

（川口） 消費者教育は，総論については，事業者と消費者，行政の誰も反対がな

くて，皆，賛成ということですが，具体的に進んでこなかったということが現実だ

と思います。法律の制定をてこに，これを進めていくということがチャンスであり，

これをしっかり活かしていきたいということだと思います。 

 それで，最近の動きとして幾つかの方向が出てきていると思いますが，一つは行

政内部の話で，「庁内連携」です。これは国だけではありません。基礎自治体レベル

で進んでいると思います。いろいろな部局，教育部局，福祉部局，産業部局，この

ようなものを巻き込んでいくという動きが出てきていると思います。これを，しっ

かり進めたいと思います。 

 それから，「庁外連携」ですね。これは，消費者団体だけではなくて，福祉関係の

方もいらっしゃいますけれども，更には事業者を取り込んでいく，このような方向

感を進めたいと思います。ただ，このようにずっとやってきてもなかなか進まない

という思いも，私もありますが，最近，当たり前のことから明るさに勝手に気づい

て，未来に希望を持っているのです。それは，「国民は全て消費者である」というこ

とでありまして，仕事上でも何でもいいのですが，学べば，学んだことを自分の生

活に活かすということは，何も禁じられていないのですね。しっかり活かすのです。

「消費生活センターって，役に立つのだ」ということが，行政をやっていても１回

も相談したことがないと，なかなか実感できないのです。しかし，自ら被害に遭っ

て，自らセンターに相談をして，自分の問題について救済されると，「おお，役に立

つんだなあ」ということが実感できます。そうしますと，心を込めてといいますか，

実感を込めて，人に，「消費生活センターは役に立つのだ」ということが言えるよう

になるわけであります。ですから，単に仕事でということではなくて，「学んで」，

「気づいて」，「気づいて」「活かして」，「活かした」ことを「伝えて」いくという，

この連鎖を続けていくということが大事なのではないかと思います。 

 ですから，担い手の育成，担い手の広がりに困っている方には，あるいは，「警察
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官の方，もっと理解してほしいな。教員の方，もっと理解してほしいな」という方

には，「では，仕事ではなくて，まず，その人の福利厚生で消費者問題の出前講座を

してみたらどうですか」ということを，この頃言っているのです。皆さんに賛成し

ていただけるので，やっていただいているのではないかと思います。 

 公式の話に戻れば，基本方針ができまして，実践段階に入ったところであります

ので，今までの実践事例を乗り越える新たな実践事例が出てくることを期待して，

その実践事例の収集と普及を消費者庁としてやっていくということで，そこから，

また新たな気づき，進め方の気づきが生まれて，新たな実践事例が出てくる，その

ようなことをお願いしていきたいと思います。 

 ありがとうございました。 

（靏岡） では，色川さん，お願いいたします。 

（色川） はい。一つ申し上げたいことは，やはり，いろいろな施策の結果を取っ

ておいていただきたいということでしょうか。といいますのは，本当に歴史的に遡

っていくと，いろいろなことをやっていて，今出てきている施策の多くは，多分，

もう過去にやったことがあって，それがうまくいかなかったものが多々あるのです。

そのデータが残っていない，資料が残っていないものだから，なかなか発掘できず

に，また同じ事を繰り返してしまうということが起こっているようなのです。です

から，今回の動きで，恐らく，あちらこちらでいろいろなことをやると思いますが，

成功事例だけではなくて失敗事例も含めて，ぜひ保存しておいていただきたいので

す。それが，恐らく，今後の消費者教育推進のためには重要なものになっていくの

ではないかというように思います。 

 もう一つは，コーディネーターの問題です。先ほど神山先生の例があったと思い

ますが，あれは，先生が確かにコーディネーターをやったのだと思いますが，もし

誰か適切な人がコーディネーターに入ってくだされば，多分，もう少し相談が楽に

なり，もう少しやりやすかった可能性があるわけですね。例えば，相談員さんの方

に，いろいろな学校現場の事情を話し，よく理解していただいたうえで進めれば，

もしかすると，できたかもしれません。もちろん，そのような人を見付けてくるこ

とはなかなか難しいですけれども，今回の一つの課題は，やはりコーディネーター

をどう見付け，養成していくかだと思います。 

 全くその萌芽がないわけではなくて，うちもそうですけれども，地元には，例え

ば消費生活アドバイザーや専門相談員の資格取得者は毎年少しずつ出ていまして，

そのような人たちの中には，例えば相談員になりたくなくて取っている人もいるの

ですね。「なりたくないけれども，もう少し勉強したいな」などという人も，いるわ

けです。そういう人を寝かせておくわけではなくて，そのような人にうまく，その
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ような勉強をしたいという機会があるのなら，ぜひ勉強する機会を提供し，できれ

ばコーディネーターのような道も用意するということも考えられるのではないかと

思います。 

 今，私が関わっているといいますか，知っている範囲で言いますと，今の進め方

の中で一つ，問題がでてきているように思います。最近，大変，研修が増えてきて

います。いろいろな形で，いろいろな担い手という方々に対しての研修が増えてい

ます。ところが，その研修のあり方が問題らしいのです。この前，偶然ある自治体

で伺って非常に面白かったのですが，民生委員の代表の方が消費者教育関係の会議

に参加されていたのですけれども，その自治体では，「一応，民生委員に対する消費

者教育の研修をしました」という話が出たのです。そうしたら，その人が手を挙げ

て，「あの春にあったのは，研修だったんですか」と言い出して，「私の頭には全然

記憶に残ってないんですけど」という言い方をしていたのです。 

 ですから，やることはやるのだけれども，問題は中身で，本当にどのような研修

だと意味があるのか，意義があるのかということを，よく検討していかないといけ

ないように思います。 

（靏岡） ありがとうございました。では，神村さん，一言お願いいたします。 

（神村） はい。それでは，今後の展望・抱負ということですけれども，まず，県

として消費者教育推進計画を，確実に今年度中に作るということを考えたいと思い

ます。予定としては，69 ページの資料にもございますけれども，10 月に第１回目の

消費教育研究会を行いまして，資料では第２回は 12 月となっておりますけれども，

これは若干遅れる予定ですが，年度内には計画を策定したいと思っています。法で

規定しております地域協議会については，現時点では未定ですが，今年度の計画策

定に併せて，研究会の委員の方々の意見も聞きながら議論していきたいと考えてい

ます。 

 それから，計画そのものについては，先ほど冒頭でもお話ししましたとおり，県

の場合は消費者行政推進基本計画という計画もありますので，この関係も整理しな

ければいけないと思っております。本県の場合は，消費者行政推進基本計画には大

まかなことを書き，更に詳しいものについては，別冊として消費者教育推進計画を

作るという段取りでいきたいと思っています。 

 それから，70 ページの下にあります計画は，本県の場合は，２部構成ということ

を考えておりまして，１部には県の取組を書いていきます。２部については，担い

手のための手引書的なものを考えております。計画を作っても，それを推進してい

かなければ何もなりませんので，その担い手のための手引書的なものができればい

いなということで，頑張っていきたいと思います。 
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 当然のことながら市や町，特に政令市等は県の動向等も注視しておりますので，

県がまず作ることによって県内の各市・町にもこのような計画を作っていただき，

県を挙げて消費者教育を推進していくように尽力していきたいと思っております。 

 以上です。 

（靏岡） ありがとうございました。では，島田さん，お願いいたします。 

（島田） はい。行動力を持つ消費者をどう作り，それを継続させていくかという

最初の私のお話の中で，小さな成功体験を積み重ねて，そして，それを共有してい

くということが大事だというお話をいたしました。やはり，これは非常に大事だと

いうように思います。今，様々な情報交流手段，ソーシャルネットワークなど，い

ろいろあります。そのようなものも活用しながら，様々な小さな取組を拾い上げて

いって，それを情報として共有していきます。 

 例えば，小さな取組といいますと，私のスライドの中でちょっとご紹介しなかっ

たものがあるのですけれども，スウェーデンのフェア・トレードのようなものを扱

っているパンフレットの中に出てくる言葉なのですけれども，「あなたには力がある。

選択することは一つの力なんだ」と。もう一つあるものが，「ただ尋ねなさい。事業

者に対して，『なぜ，あなたのお店にはフェア・トレードの商品が置いてないんです

か？ オーガニックの商品がないんですか？』，ただ尋ねなさい。それだけでも，あ

なたは力を行使することになるんだ」というように書いてあります。 

 そのような小さなことは本当にたくさんあって，例えばレジ袋を断るということ

だけでも，それを積み重ねていけば，その店からレジ袋が廃止されるということに

もつながっていきます。そのような小さな小さな行動を，やはり積み重ねて，そし

て，それをまた共有していく，あるいは，そのような雰囲気を社会の中に作ってい

く，そのために，皆が知恵を出し，力を出し合うということが，非常に大事なので

はないだろうかというように思います。 

 それからもう一つは，実は，今，様々な活動が現実に社会の中にあるのに，それ

があまりに知られていないということだろうと思います。行政の中では，静岡県の

取組の中で，63 ページのところで，様々な分野で実は消費者教育に関連するような

取組がなされていてという，庁内での取組がありました。これを社会の中に目を広

げれば，もっともっとたくさんの取組があります。そのようなものをつなぐために，

まさにイメージマップというのを研究会の中で作らせていただいたというところで

す。ですので，ぜひ，「消費者教育というのは，このようなものなのだよ」というこ

とで，いろいろな団体に持ちかけて，そのような人たちを巻き込んで，生き生きと

した消費者教育をやっていければというように思います。そのために，あのマップ

が作られています。そのようなに活用していただければ，というように思います。 
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 そのような中で，生き生きとした活動を学校や社会の中に持ち込んで，人と人と

が出会うということが，やはり，とても大事なのですね。自分と異なる消費のあり

方を追求している人がいます。あるいは，異なる消費社会を求めて活動している人

がいます。その人たちと出会うこと自体が，そのエネルギーを伝える非常に大きな

ファクターになるということだろうと思います。そのような出会いを，ぜひとも，

いろいろな場面で作れるような，そのような生き生きとした消費者教育ができれば

というように思っております。 

 以上です。 

（靏岡） ありがとうございました。 

 今日の議論を十分に反映していただいて，今後，各地で充実した消費者教育が推

進されていくことを願いまして，パネルディスカッションについて終了させていた

だきたいと思います。 

 では，司会を引き継ぎますので，よろしくお願いいたします。 

（中村美） それでは，最後に，シンポジウム実行委員会の中村新造実行委員長よ

り，本日のシンポジウムのまとめと閉会の挨拶をさせていただきます。 

 

【閉会挨拶】 

（中村新） どうも中村です。本日は，１時から４時半過ぎまで，実に３時間半に

わたり，大変長い間，お疲れさまでした。 

 今，皆さん，私も含めて，疲れていると思いますけれども，ただ単に長かったか

ら，退屈だったから疲れたというわけではなくて，様々な方向から消費者市民社会，

消費者市民教育を考える，そのようなヒントが散りばめられたシンポジウムになっ

たのではないかと思います。そのような意味で，体だけではなくて頭も非常に疲れ

た，そのようなシンポジウムになっていればうれしいと思います。 

 本日は，会場の方に約 100 名，全国 15 個の弁護士会でサテライト中継をしていま

すので，そちらを合わせますと，申し込みの数ですから実数は分かりませんが，約

200 名が，このシンポジウムに参加しているということになります。大変な盛況だ

と思います。ありがとうございました。 

 それから，このシンポジウムで講演していただきました，消費者庁，文科省，そ

して消費者教育支援センター，消費者教育学会の皆様にも，厚く御礼申し上げます。

また，本日の講演，事例報告，そしてパネリストで出ていただいた方々にも厚く御

礼申し上げます。ありがとうございました。 

 さて，少し時間がありますので，私の方で今日の感想めいたことを少しずつ，お
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さらい的に言っていきたいと思います。 

 まず最初に，講演ということで，消費者庁の片山さんからお話をいただきました。

推進法についての説明ということでしたが，それだけではなく，基本方針，そして

消費者安心戦略の中身にまで切り込んだ説明をしていただきまして，政府，消費者

庁がどのようにこの立法に取り組んでいくのかという姿勢を，細かく説明していた

だけたと思います。 

 ただ，説明が非常に充実しておりましたので，時間が大変短くて失礼いたしまし

た。恐らく２時間ぐらいあればちょうどよかったかと思いますけれども，「ちょっと

短いな」という感じは，私の方も感じました。「これだけの充実した内容を，消費者

庁，政府がやっていくのだ」という意気込みが非常に感じられたので，逆に，今日

足りなかった部分を今後の実践に期待したいと思っていますので，よろしくお願い

します。 

 次に，色川先生の方からもご講演いただきました。消費者教育の歴史や豊富なデ

ータを基に，様々な深いお話をいただきました。片山さんの方から，中央，政府か

らの取組というお話をいただいたのに続けて，今度は，それを地方から見た場合に

どうだろうか，というような視点でのお話だったと思います。その中では，よく出

てくる「連携」という言葉，キーワードがありますけれども，「『連携』だけではな

くて『掘り起こし』というものもあるのだ」ということが，地方で長年取り組んで

こられた先生ならではの視点なのかなというようにも思いました。また，「『持続性』

というのが非常に重要である，長く続けていかなくてはいけないのだ」ということ

も，長年取り組んでこられた先生からの貴重なご意見だったと思います。それから，

最後ですが，「我々の方からコミットしていく」というお話もありました。消費者教

育ですから，例えば，お年寄りがだまされないようにという話なのでしょうけれど

も，実際，このようなシンポジウムの現場に，そのだまされてしまう人が来るとい

うことはありませんので，それを見守っていく，周辺にいる，例えば我々が，その

ような現場にコミットしていくということが大切なのだという視点をいただいたと

思います。これは，中央，地方を問わず，どこででも通用する話なのではないでし

ょうか。 

 講演の三つ目として，当会の島田委員からお話させていただきました。消費者市

民教育の基本的な考え方もそうですけれども，片山さんの方から政府，色川先生の

方から地方というお話をいただいたのを受けて，「消費者自身が今度は行動するの

だ」，「バトンが各自，一消費者全てに渡されているのだ」というようにつながって

いったのではないかと思います。そのための具体的な進め方として，「消費行動が社

会を変えるのだ。小さなことを積み重ねていくことで変えることができる。そのた
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めには成功体験の積み重ねだ」ということですから，恐らくは，日々の日常の生活

行動の中に消費者市民社会のあり方というものを組み込んでいく，というようなお

話だったのではないかと思っております。 

 続きまして，事例報告を二ついただきました。一つは愛媛県の砥部町の方から，

武田さんに「地域における連携」というテーマでお話をいただきました。お話の中

身は，「行政，福祉，警察など，これらの関係機関が全て連携をして，１人のお年寄

りを守るためには，そのお年寄り１人に任せていてはいけないのだ」というような

お話だったように認識しました。そのためにいろいろ工夫をされているようで，う

ちわを含めたグッズなども作って，お年寄りに，難しい言葉で言うと啓蒙するとい

うのでしょうか。リフォーム業者にだまされたお年寄りの話がありましたけれども，

リフォーム業者は非常に巧みにお年寄りに近づくわけですから，我々は，それより

も巧みにしていかないと，お年寄りに近づいていけないわけで，「あんた，誰だ？」

というように言われてしまって，悪徳業者の方を信じてしまうというケースは，我々

がやっている事件でも結構あるのです。そのような意味でも工夫をされているのだ

なということで，グッズの方を本日持参していただいております。出口を出た右の

ところに１セット展示させていただいておりますので，よろしければご覧ください。 

 事例報告の二つ目では，岐阜の神山先生の方から，今度は，学校における連携と

いうお話をいただきました。これは，砥部町の場合もそうでしたけれども，学校や

行政という枠，本来自分がやっている業務の枠を越えて連携するというお話だった

と思います。本来の枠を越えて連携するということがいかに難しいか，どのように

これに取り組んで進めていったのか，苦労なされたというお話と，実際にそれを実

践していく中で，１人１人の生徒が，「消費活動が単に個人的な営みではなくて，社

会的な営みという性質も持っているのだ」と気づいていくというさまを，非常にリ

アルにご報告いただけたのではないかと思います。最後に，これは，おまけ的な発

言だったのか，本来的な効果なのか分かりませんけれども，「子供に気づかせようと

思っていく過程の中で，大人も気づいていったのだ」というような話もありました。

これは，我々が日々，消費者市民教育を勉強していく中でも意外とあることです。

フェア・トレードといいますか，「消費者市民教育」という言葉を知らなかった大人

の人もたくさんいたという話でしたけれども，まさに，そのようなことなのだと思

います。我々が教育を受けるときに「消費者市民教育」などという言葉はなかった

わけですので，これから，この法律ができて，子供の方がこの消費者市民社会につ

いて詳しくなっていくということもありうると思います。ですので，我々も負けな

いように，社会において，これを教育する，教育を受ける，両方の側面で関わって

いく必要があるのではないでしょうか。 
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 最後にパネルディスカッションです。色川先生，当会の島田委員，川口審議官，

静岡県の神村さんに，お話をいただきました。ここでは，消費者市民教育の捉え方，

そして担い手，連携作り，実践について，それぞれ異なる立場から，ご意見をいた

だきました。これまでの実践例であったり，これからの展望であったり，様々な立

場から，過去，これから，いろいろな多角的な視点でご意見をいただいて，非常に

バラエティーに富んだものになったと思います。いずれにしても，今回推進法がで

きたということは，それぞれの取組にとって大きな推進力になるものだということ

だと思います。 

 最後になりましたが，私の方から，「立法ができる，できる」といわれて，なかな

かできなかった推進法ですけれども，昨年の 12 月にようやく施行され，その後，基

本方針ができて，これから，どのようにこの推進法を使っていくのだろうかという

時期が来ていると思います。そのためのヒントが少しでも散りばめられていたら，

このシンポジウムは成功だったのではないかというように思っています。 

 今日の色川先生のお話の中にもありましたが，「消費者教育と消費者の救済という

のが，本来，車の両輪である」ということは，私もそうだと思います。また，少し

別の言い方をすれば，消費者の救済に関する法律は特効薬で，教育に関する法律は，

ひょっとすると漢方薬のようなものかもしれません。法律ができて，何かやればす

ぐに効果が出る，裁判で勝てるというものではないかもしれませんが，長く持続的

に続けることで効果を持つものだと思いますので，これからの継続的な取組が必要

なのだと思います。 

 教育というものは人間が人間に行うものですから，結局は，消費者市民教育の担

い手も全員だということになると思います。これから推進法ができて，ここにいる

参加された人のみならず，いろいろな人が，「推進法って何なんだろう」というよう

な話になっていくと思います。そのときに，今日シンポジウムに出られた方々が，

今日得たヒントなり知識を生かして，「こういうものだよ，推進法は」と言うための

一助に，今日という機会がなっていれば幸いだと思います。 

 どうも長い間，ご清聴ありがとうございました。 

 

（岩田） 以上をもちまして，全てのプログラムが終了いたしました。今回のシン

ポジウムを，皆様がこれから消費者市民教育を実践する際の参考にしていただけれ

ばと思います。 

 長時間，ご清聴ありがとうございました。これにてシンポジウムを閉会いたしま

す。 


